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1. 概要 

本資料は、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」第 113 条の規定に基づき

実施した劣化状況評価のうち、コンクリート構造物および鉄骨構造物の評価結果につい

て、補足説明するものである。 

コンクリート構造物および鉄骨構造物の経年劣化事象、劣化要因は表 1に示すとおり、

多岐にわたるため、それぞれの劣化要因ごとに評価が必要である。 
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表 1 コンクリート構造物および鉄骨構造物の経年劣化事象および劣化要因 

構造物 
経年劣化

事象 
劣化要因 

コンク

リート 

構造物 

強度低下 

熱 

コンクリートが熱を受けると、温度条件によってはコン

クリート中の水分の逸散に伴う乾燥に起因する微細なひ

び割れ、あるいは水分の移動に起因する空隙の拡大などに

より強度が低下する可能性がある。 

放射線 

照射 

コンクリートは、中性子照射やガンマ線照射に起因する

内部発熱によるコンクリート中の水分の逸散などによ

り 、強度が低下する可能性がある。 

中性化 

コンクリートは空気中の二酸化炭素の作用を受けると、

徐々にそのアルカリ性を失い中性化する。中性化がコンク

リートの内部に進行しアルカリ性が失われると鉄筋周囲

に生成されていた不動態被膜も失われ、鉄筋はコンクリー

ト中の水分、酸素の作用により腐食し始める。さらに、鉄

筋の腐食が進行すると酸化生成物による体積膨張からコ

ンクリートにひび割れや剥離が生じ、コンクリート構造物

としての健全性が損なわれる可能性がある。 

塩分浸透 

コンクリート中に塩化物イオンが浸透して鉄筋位置ま

で達すると、鉄筋表面の不動態被膜が破壊されるため、鉄

筋はコンクリート中の水分、酸素の作用により腐食し始め

る。腐食が進行すると酸化生成物による体積膨張からコン

クリートにひび割れや剥離が生じ、コンクリート構造物と

しての健全性が損なわれる可能性がある。 

機械振動 

機械振動により、コンクリート構造物が長期間にわたっ

て繰返し荷重を受けると、ひび割れの発生、ひいては損傷

に至る可能性がある。 

アルカリ

骨材反応 

コンクリート中の反応性シリカを含む骨材と、セメント

などに含まれるアルカリ（ナトリウムイオンやカリウムイ

オン）が、水の存在下で反応してアルカリ珪酸塩を生成し、

この膨張作用によりコンクリートにひび割れが生じ、コン

クリート構造物としての健全性が損なわれる可能性があ

る。 

凍結融解 

コンクリート中の水分が凍結し、それが気温の上昇や日

射を受けることなどにより融解する凍結融解を繰り返す

ことでコンクリートにひび割れが生じ、コンクリート構造

物としての健全性が損なわれる可能性がある。 

遮蔽能力

低下 
熱 

コンクリートは、周辺環境からの伝熱および放射線照射

に起因する内部発熱により、コンクリート中の水分が逸散

し、放射線に対する遮蔽能力が低下する可能性がある。 

耐火能力

低下 

火災時 

などの熱 

コンクリート構造物は、断面厚により耐火能力を確保す

る設計であるが、火災時に熱により剥落が生じ、部分的な

断面厚の減少に伴う耐火能力の低下によりコンクリート

の健全性が損なわれる可能性がある。 

鉄骨 

構造物 
強度低下 

腐食 

鉄は一般に大気中の酸素、水分と化学反応を起こして腐

食する。また、海塩粒子などにより、腐食が促進される。

腐食が進行すると鉄骨の断面欠損に至り、鉄骨の強度低下

につながる可能性がある。 

風などに

よる疲労 

風による振動などの繰返し荷重が継続的に鉄骨構造物

にかかることにより、疲労による損傷が蓄積され、鉄骨の

強度低下につながる可能性がある。 
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2. 基本方針 

コンクリート構造物および鉄骨構造物の経年劣化事象および劣化要因に対する評価

の基本方針は、対象構造物について、表１の経年劣化事象の発生の可能性について評価

し、その可能性が将来にわたって発生することが否定できない場合は、その発生および

進展に係る健全性評価を行い、運転開始後 60 年時点までの期間において「実用発電用原

子炉の運転の期間の延長の審査基準」、「実用発電用原子炉の運転期間延長認可申請に係

る運用ガイド」、「実用発電用原子炉施設における高経年化対策審査ガイド」および「実

用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」の要求事項を満たすことを確認

することである。 

コンクリート構造物および鉄骨構造物評価についての要求事項を表 2 に整理する。 
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表 2 コンクリート構造物および鉄骨構造物評価についての要求事項（1／3） 

  

審査基準、

ガイド 
要求事項 

実用発電用

原子炉の運

転の期間の

延長の審査

基準 

２．実用炉規則第１１３条第２項第２号に掲げる原子炉その他の設備の劣化の状

況に関する技術的な評価の結果、延長しようとする期間において、同評価の対象

となる機器・構造物が下表に掲げる要求事項（以下「要求事項」という。）に適

合すること、又は同評価の結果、要求事項に適合しない場合には同項第３号に掲

げる延長しようとする期間における原子炉その他の設備に係る施設管理方針の

実施を考慮した上で、延長しようとする期間において、要求事項に適合するこ

と。 
コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物 

コンクリ

ートの強

度低下 

熱 ○評価対象部位のコンクリートの温度が制限値（貫通部

は 90℃、その他の部位は 65℃）を超えたことがある場

合は、耐力評価を行い、その結果、当該部位を構成す

る部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回ること。 

放射線

照射 

○評価対象部位の累積放射線照射量が、コンクリート強

度に影響を及ぼす可能性のある値を超えている又は超

える可能性が認められる場合は、耐力評価を行い、そ

の結果、当該部位を構成する部材又は構造体の耐力が

設計荷重を上回ること。 

中性化 ○評価対象部位の中性化深さが、鉄筋が腐食し始める深

さまで進行しているか又は進行する可能性が認められ

る場合は、耐力評価を行い、その結果、当該部位を構

成する部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回るこ

と。 

塩分浸

透 

○評価対象部位に塩分浸透による鉄筋腐食により有意な

ひび割れが発生しているか又は発生する可能性が認め

られる場合は、耐力評価を行い、その結果、当該部位

を構成する部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回る

こと。 

アルカ

リ骨材 

反応 

○評価対象部位にアルカリ骨材反応による有意なひび割

れが発生している場合は、耐力評価を行い、その結果、

当該部位を構成する部材又は構造体の耐力が設計荷重

を上回ること。 

機械振

動 

○評価対象機器のコンクリート基礎への定着部周辺コン

クリート表面に機械振動による有意なひび割れが発生

している場合は、耐力評価を行い、その結果、当該部

位を構成する部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回

ること。 

凍結融

解 

○評価対象部位に凍結融解による有意なひび割れが発生

している場合は、耐力評価を行い、その結果、当該部

位を構成する部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回

ること。 

コンクリ

ートの遮

蔽能力低

下 

熱 ○中性子遮蔽のコンクリートの温度が 88℃又はガンマ

線遮蔽のコンクリートの温度が 177℃を超えたことが

ある場合は、評価を行い、その結果、当該部位を構成

する部材又は構造体の遮蔽能力が原子炉設置（変更）

許可における遮蔽能力を下回らないこと。 

鉄骨の強

度低下 

腐食 ○評価対象部位に腐食による断面欠損が生じている場合

は、耐力評価を行い、その結果、当該部位を構成する

部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回ること。 

風など

による 

疲労 

○評価対象部位に風などの繰り返し荷重による疲労破壊

が発生している又は発生する可能性が認められる場合

は、耐力評価を行い、その結果、当該部位を構成する

部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回ること。 
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表 2 コンクリート構造物および鉄骨構造物評価についての要求事項（2／3） 

審査基準、ガイド 要求事項 

実用発電用原子炉

の運転期間延長認

可申請に係る運用

ガイド 

３．２（１）「延長しようとする期間における運転に伴い生ずる原子
炉その他の設備の劣化の状況に関する技術的な評価」（以下「劣化
状況評価」という。）の記載内容について評価の対象とする機器・
構造物及び評価手法は、実用炉規則第８２条第２項に規定する運転
開始後４０年を迎える発電用原子炉に係る発電用原子炉施設につ
いての経年劣化に関する技術的な評価におけるものと同様とする。
特に運転期間延長認可申請に伴うものとして評価を行い、その結果
の記載が求められる事項は次のとおり。 
①上記３．１の特別点検の結果を踏まえた劣化状況評価。 
④実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平
成２５年原子力規制委員会規則第６号。以下「技術基準規則」と
いう。）（運転開始以後４０年を経過する日において適用されて
いるものに限る。）に定める基準に照らした評価。 

 
３．３（１）「延長しようとする期間における原子炉その他の設備に
係る施設管理方針」（以下「施設管理方針」という。）の策定に係
る手法は、実用炉規則第８２条第２項に規定する運転開始後４０年
を迎える発電用原子炉に係る発電用原子炉施設についての施設管
理に関する方針の策定と同様とする。特に運転期間延長認可申請に
伴い策定するものとして記載が求められる事項は次のとおり。な
お、３．２（２）⑯の評価結果を申請の補正として示す場合には、
当該評価結果に関する施設管理方針について、当該評価結果と合わ
せて申請の補正として示すことができる。 
①上記３．２の劣化状況評価を踏まえた施設管理方針。 

実用発電用原子炉

施設における高経

年化対策審査ガイ

ド 

３．高経年化技術評価等の審査の視点・着眼点 
（１）高経年化技術評価の審査 
⑫健全性の評価 
実施ガイド３．１⑤に規定する期間の満了日までの期間につい

て、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又は進展に係
る健全性を評価していることを審査する。 
⑬現状保全の評価 
健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されているこ

とを審査する。 
⑭追加保全策の抽出 
現状保全の評価結果から、現状保全に追加する必要のある新た

な保全策が抽出されていることを審査する。 
（２）長期施設管理方針の審査 
①長期施設管理方針の策定 

すべての追加保全策について長期保守管理方針として策定され

ているかを審査する。 
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表 2 コンクリート構造物および鉄骨構造物評価についての要求事項（3／3） 

審査基準、ガイド 要求事項 

実用発電用原子炉

施設における高経

年化対策実施ガイ

ド 

３.１ 高経年化技術評価の実施及び見直し 
高経年化技術評価の実施及び見直しに当たっては、以下の要求事

項を満たすこと。 
⑤ 抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象について、
以下に規定する期間の満了日までの期間について機器・構造物の
健全性評価を行うとともに、必要に応じ現状の施設管理に追加す
べき保全策（以下「追加保全策」という。）を抽出すること。 
ロ 実用炉規則第８２条第２項又は第３項の規定に基づく高経年
化技術評価プラントの運転を開始した日から４０年間に同条
第２項又は第３項に規定する延長する期間を加えた期間３.２ 
長期施設管理方針の策定及び変更 

 
３.２ 長期施設管理方針の策定及び変更 

長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては、以下の要求事項
を満たすこと。 
①高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電用
原子炉の運転を断続的に行うことを前提として抽出されたも
の及び冷温停止状態が維持されることを前提として抽出され
たものの全て。）について、発電用原子炉ごとに、施設管理の
項目及び当該項目ごとの実施時期を規定した長期施設管理方
針を策定すること。 
なお、高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策につい
て、発電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価
から抽出されたものと冷温停止状態が維持されることを前提
とした評価から抽出されたものの間で、その対象の経年劣化事
象及び機器・構造物の部位が重複するものについては、双方の
追加保全策を踏まえた保守的な長期施設管理方針を策定する
こと。 
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3. 代表構造物の選定 

3.1 代表構造物の選定手順 

コンクリート構造物および鉄骨構造物の強度低下、遮蔽能力低下、耐火能力低下が

想定される構造物は多数存在するため、劣化状況評価では、評価対象となる構造物の

中から代表構造物を選定して評価を行う。評価対象構造物、代表構造物などは、以下

の手順にて選定する。 

 

3.1.1 評価対象構造物の選定とグループ化 

多数の構造物の中から、「重要度指針におけるクラス１、２に該当する構造物ま

たは該当する機器を支持する構造物」「重要度指針におけるクラス３に該当する

高温・高圧の環境下にある機器を支持する構造物」「浸水防護施設に属する構造物」

「常設重大事故等対処設備、常設重大事故等対処設備を支持する構造物」に該当

する構造物を選定し、コンクリート構造物と鉄骨構造物にグループ化を実施した。 

なお、選定した対象構造物には、火災防護設備に属する構造物を含む。 

評価対象構造物の選定とグループ化の結果を表 3 に示す。 

 

3.1.2 代表構造物の選定 

グループ化した評価対象構造物について、使用条件などを考慮して代表構造物

を選定した。コンクリート構造物の選定結果を表 4 に、鉄骨構造物の選定結果を

表 5 にそれぞれ示す。 

 

3.1.3 劣化要因ごとの評価対象部位などの選定 

代表構造物について、劣化要因ごとに使用環境などを考慮して評価対象部位、

評価点を選定した。 
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表 3 評価対象構造物のグループ化 

対象構造物 重要度分類 
コンクリート 

構造物 
鉄骨構造物 

外部遮蔽壁 クラス 1支持設備 ○ － 

外部遮蔽壁（４号炉） 
常設重大事故等 

対処設備支持 
○ － 

内部コンクリート クラス 1支持設備 ○ 
○ 

（鉄骨部） 

原子炉格納施設基礎 クラス 1支持設備 ○ － 

原子炉補助建屋 クラス 1支持設備 ○ 
○ 

（鉄骨部） 

原子炉補助建屋 

（１・２号炉） 
クラス 3支持設備 ○ 

○ 

（鉄骨部） 

原子炉補助建屋 

（４号炉） 
クラス 1支持設備 ○ 

○ 

（鉄骨部） 

取水構造物 
クラス 1支持設備 

浸水防護施設 
○ 

○ 

（浸水防止蓋） 

取水構造物 

（１・２号炉） 
浸水防護施設支持 ○ － 

タービン建屋 クラス 3支持設備 ○ 
○ 

（鉄骨部） 

緊急時対策所建屋 
常設重大事故等 

対処設備支持 
○ － 

非常用ディーゼル発電

用燃料油貯油槽基礎 

（配管トレンチ含む） 

クラス 1支持設備 ○ － 

復水タンク基礎 クラス 1支持設備 ○ － 

防潮ゲート 
（道路部、水路部） 

浸水防護施設 
○ 

（道路部、水路部） 

〇 

（水路部） 

放水口側防潮堤 
（防潮扉含む） 

浸水防護施設 ○ ○ 

屋外排水路 
逆流防止設備 

浸水防護施設 － ○ 

放水ピット止水板 浸水防護施設 － ○ 
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表 4 高浜３号炉 コンクリート構造物における代表構造物選定結果 

対象構造物 

（コンクリート構造物） 
重要度分類等 

使  用  条  件 
選

定 
選定理由 運転開始後 

経過年数＊１ 

高温部の 

有無 

放射線の 

有無 

振動の 

有無 

設置環境 供給 

塩化物量 

耐火要求 

の有無 屋 内 屋 外 

① 外部遮蔽壁 クラス１設備支持 ３７ ◇ ◇ － 
一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ － ◎ 屋内で仕上げ無し 

② 外部遮蔽壁（４号炉） 
常設重大事故等 

対処設備 
３７ ◇ ◇ － 

一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ － ◎ 屋内で仕上げ無し 

③ 内部コンクリート クラス１設備支持 ３７ 
○ 

(１次遮蔽壁) 

○ 

(１次遮蔽壁) 
－ 

一部 

仕上げ無し 
－ － － ◎ 

高温部、放射線の影響、 

屋内で仕上げ無し 

④ 原子炉格納施設基礎 クラス１設備支持 ３７ － ◇ － 
一部 

仕上げ無し 
埋設＊２ ◇  ◎ 

代表構造物を支持する構

造物 

屋内で仕上げ無し 

⑤ 原子炉補助建屋 クラス１設備支持 ３７ ◇ ◇ 

○ 

(非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

発電機基礎) 

一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ － ◎ 

振動の影響、 

屋内で仕上げ無し 

⑥ 原子炉補助建屋（１・２号炉） クラス３設備支持 ４７ ◇ ◇ － 
一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ － ◎ 

屋内で仕上げ無し 

運転開始後経過年数 

⑦ 原子炉補助建屋（４号炉） クラス１設備支持 ３７ ◇ ◇ － 
一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ － ◎ 屋内で仕上げ無し 

⑧ 取水構造物 クラス１設備支持 ３７ － － －  仕上げ無し 
○ 

(海水と接触) 
－ ◎ 

屋外で仕上げ無し、 

供給塩化物量の影響 

運転開始後経過年数 

⑨ 取水構造物（１・２号炉） 浸水防護施設支持 ４７ － － －  仕上げ無し 
○ 

(海水と接触) 
－ ◎ 

屋外で仕上げ無し、 

供給塩化物量の影響 

運転開始後経過年数 

⑩ タービン建屋 クラス３設備支持 ３７ － － 
○ 

(ﾀｰﾋﾞﾝ架台) 

一部 

仕上げ無し 
埋設＊２ ◇  ◎ 

振動の影響、 

屋内で仕上げ無し 

⑪ 緊急時対策所建屋 
常設重大事故等 

対処設備 
３ － － － 

一部 

仕上げ無し 
仕上げ有り ◇ －   

⑫ 
非常用ディーゼル発電用燃料油貯

油槽基礎（配管トレンチ含む） 
クラス１設備支持 ３７ － － －  仕上げ無し ◇ －   

⑬ 復水タンク基礎 クラス１設備支持 ３７ － － －  仕上げ無し ◇    

⑭ 防潮ゲート（道路部、水路部） 浸水防護施設 ６ － － －  仕上げ無し 
○ 

(海水と接触) 
   

⑮ 放水口側防潮堤（防潮扉含む） 浸水防護施設 ６ － － －  仕上げ無し ◇    

*1：運転開始後経過年数は、２０２２年１０月時点の年数としている。 

*2：環境条件の区分として、土中は一般の環境として区分されることから、他の屋外で仕上げがない構造物で代表させる。  
【凡例】 
  ○：影響大 
  ◇：影響小 
  －：影響極小、または無し 
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表 5 高浜３号炉 鉄骨構造物における代表構造物選定結果 

対象構造物 

（鉄骨構造物） 
重要度分類等 

使  用  条  件 

選定 選定理由 
運転開始後 

経過年数＊１ 

設置環境 

使用材料 

屋 内 屋 外 

① 内部コンクリート（鉄骨部） クラス１設備支持 ３７ 仕上げ有り  炭素鋼 ◎ 使用材料、運転開始後経過年数 

② 原子炉補助建屋（鉄骨部） クラス２設備支持 ３７ 仕上げ有り  炭素鋼 ◎ 使用材料、運転開始後経過年数 

③ 原子炉補助建屋（１・２号炉）（鉄骨部） クラス３設備支持 ４７ 仕上げ有り  炭素鋼 ◎ 使用材料、運転開始後経過年数 

④ 原子炉補助建屋（４号炉）（鉄骨部） クラス２設備支持 ３７ 仕上げ有り  炭素鋼 ◎ 使用材料、運転開始後経過年数 

⑤ タービン建屋（鉄骨部） クラス３設備支持 ３７ 仕上げ有り  炭素鋼 ◎ 使用材料、運転開始後経過年数 

⑥ 取水構造物（浸水防止蓋） 浸水防護施設 ６  仕上げ有り ｽﾃﾝﾚｽ鋼   

⑦ 防潮ゲート（水路部） 浸水防護施設 ６  仕上げ有り 炭素鋼   

⑧ 放水口側防潮堤（防潮扉含む） 浸水防護施設 ６  仕上げ有り 
炭素鋼 

ｱﾙﾐ合金 
  

⑨ 屋外排水路逆流防止設備 浸水防護施設 ６  仕上げ有り ｽﾃﾝﾚｽ鋼   

⑩ 放水ピット止水板 浸水防護施設 ６  仕上げ有り 炭素鋼   

*1：運転開始後経過年数は、２０２２年１０月時点の年数としている。 
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3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を表 6 に示す。表 1 に示した経年劣化事象

のうち、後述する①と②以外について、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象とし

て抽出した。 

 

表 6 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

構造物 経年劣化事象 劣化要因 

コンクリート 

構造物 

強度低下 

熱 

放射線照射 

中性化 

塩分浸透 

機械振動 

遮蔽能力低下 熱 
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① 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

表 7 に示す経年劣化事象については、想定した劣化傾向等を踏まえ適切な保全活

動を行っていることから、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象と

判断した。なお、コンクリート構造物および鉄骨構造物の保全活動は、「高浜発電所

土木建築業務所則」（以下、「土建業務所則」という。）に基づき実施している。 

具体的な点検および補修の実績を表 8 に示す。また、土建業務所則における目視点

検の項目、方法および判定基準を別紙１に示す。 

 

表 7 日常劣化管理事象 

構造物 
経年劣化

事象 
劣化要因 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない 

事象とする理由 

コンク

リート 

構造物 

強度低下 

アルカリ

骨材反応 

使用している骨材については、試験によりコンク

リート構造物の健全性に影響を与えるような反応性

がないことを確認しており、また、定期的に土建業務

所則に基づく目視点検を行っており、アルカリ骨材

反応に起因すると判断されるひび割れ等は認められ

ていない。 

凍結融解 

日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 ＪＡ

ＳＳ５ 鉄筋コンクリート工事（２０１８）」に示さ

れる凍害危険度の分布図によると高浜３号炉の周辺

地域は凍害危険度が設定されておらず、凍害の予想

程度が「ごく軽微」とされる凍害危険度１よりさらに

危険度が低い。また、定期的に土建業務所則に基づく

目視点検を行っており、凍結融解に起因すると判断

されるひび割れ等は認められていない。 

耐火能力 

低下 

火災時 

などの熱 

コンクリート構造物は通常の使用環境において、

コンクリート構造物の断面厚が減少することはな

く、また、定期的に土建業務所則に基づく目視点検を

行っており、火災時などの熱に起因すると判断され

る断面厚の減少は認められていない。 

鉄骨 

構造物 
強度低下 腐食 

定期的に土建業務所則に基づく目視確認を実施し

ており、強度に支障をきたす可能性のあるような鋼

材の腐食は認められていない。また、鉄骨の強度に支

障をきたす可能性があるような鋼材の腐食に影響す

る塗装の劣化等が認められた場合には、その部分の

塗装の塗替え等を行うこととしている。 
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表 8 日常劣化管理事象に関する点検および補修の実績 

構造物 

経年

劣化 

事象 

劣化 

要因 
代表構造物 

点検 

方法 

点検 

頻度 
点検結果 

補修 

実績 

コンク

リート 

構造物 

強度

低下 

アルカリ

骨材反応 

外部遮蔽壁 

外部遮蔽壁（４号炉） 

内部コンクリート 

原子炉格納施設基礎 

原子炉補助建屋 

原子炉補助建屋（１・

２号炉） 

原子炉補助建屋（４

号炉） 

取水構造物※１ 

取水構造物（１・２号

炉）※１ 

タービン建屋 

目視 

点検 

１回

／年 

アルカリ骨材反

応に起因すると

判断されるひび

割れは認められ

ていない 

補修 

実績 

なし 

凍結 

融解 

目視 

点検 

１回

／年 

凍結融解に起因

すると判断され

るひび割れは認

められていない 

補修 

実績 

なし 

耐火

能力 

低下 

火災時 

などの熱 

目視 

点検 

１回

／年 

火災時などの熱

に起因すると判

断される断面厚

の減少は認めら

れていない 

補修 

実績 

なし 

鉄骨 

構造物 

強度

低下 
腐食 

内部コンクリート

（鉄骨部） 

原子炉補助建屋 

（鉄骨部） 

原子炉補助建屋（１・

２号炉）（鉄骨部） 

原子炉補助建屋（４

号炉）（鉄骨部） 

タービン建屋 

（鉄骨部） 

目視 

点検 

１回

／年 

有害な腐食は認

められていない 

補修 

実績 

なし 

※１ 取水構造物（水路部）の点検頻度は１回／４年 
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② 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 

表 9 に示す経年劣化事象については、対象となる構造物が無く、高経年化対策上

着目すべき経年劣化事象ではない事象と判断した。 

 

表 9 日常劣化管理事象以外 

構造物 
経年劣化

事象 
劣化要因 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない 

事象とする理由 

鉄骨 強度低下 
風などに 

よる疲労 

煙突などの形状の構造物は、比較的アスペクト比

（高さの幅に対する比）が大きく、風の直交方向に振

動が発生する恐れがある（日本建築学会「原子力施設

における建築物の維持管理指針・同解説（２０１

５）」）。日本建築学会「建築物荷重指針・同解説

（２０１５）」において、アスペクト比が４以上の構

造物は風による振動の検討が必要とされているが、鉄

骨構造物にアスペクト比が４以上の構造物はない。 
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3.3 劣化要因ごとの評価対象部位の選定結果 

経年劣化事象に対する劣化要因ごとの評価対象部位について、選定した結果を表 10

に示す。 
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表 10 高浜３号炉 コンクリート構造物および鉄骨構造物に想定される経年劣化事象と評価対象とする構造物 

構 造 種 別 コンクリート構造物 鉄骨構造物 

経年劣化事象 強度低下 遮蔽能力低下 
耐火能力 

低下 

強度低下 

要  因 熱 放射線照射 中性化 
塩分 

浸透 

機械 

振動 

アルカリ 

骨材反応 
凍結融解 熱 腐食 

風などに 

よる疲労 

代 
 

表 
 

構 
 

造 
 

物 

外部遮蔽壁      △ △  △   

外部遮蔽壁（４号炉）      △ △  △   

内部コンクリート 
１次遮蔽壁＊ 

○ 

１次遮蔽壁＊ 

○ 
   △ △ 

１次遮蔽壁＊ 

○ 
△ 

鉄骨部 

△ 

鉄骨部 

▲ 

原子炉格納施設基礎      △ △     

原子炉補助建屋   

内壁及び床＊ 

基礎ﾏｯﾄ＊ 

〇 
 

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

発電機基礎＊ 

○ 
△ △  △ 

鉄骨部 

△ 

鉄骨部 

▲ 

原子炉補助建屋 

（１・２号炉） 
  

基礎ﾏｯﾄ＊ 

〇 
  △ △  △ 

鉄骨部 

△ 

鉄骨部 

▲ 

原子炉補助建屋 

（４号炉） 
     △ △  △ 

鉄骨部 

△ 

鉄骨部 

▲ 

取水構造物   
気中帯＊ 

○ 

気中帯＊ 

干満帯＊ 

海中帯＊ 

○ 

 △ △  △   

取水構造物 

（１・２号炉） 
  

気中帯＊ 

○ 

気中帯＊ 

干満帯＊ 

海中帯＊ 

○ 

 △ △  △   

タービン建屋     
ﾀｰﾋﾞﾝ架台＊ 

○ 

ﾀｰﾋﾞﾝ架台 

△ 

ﾀｰﾋﾞﾝ架台 

△ 
  

鉄骨部 

△ 

鉄骨部 

▲ 

○：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象（表中の○に対応する代表構造物：評価対象とする構造物） 

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 

＊：評価対象部位 
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なお、強度・機能に影響を及ぼさない範囲で熱の評価点に最も近い位置から採

取したコアサンプルについて、特別点検において強度試験を行った結果、平均圧

縮強度が設計基準強度を上回っていることを確認した（表 11）。 

 

表 11 熱の評価点近傍におけるコンクリートの強度試験結果 

 実施時期 平均圧縮強度 設計基準強度 

内部コンクリート 

（１次遮蔽壁） 
2022 年 ３９．６N/mm２ ２４．５N/mm２ 

 

また、運転時に高温状態となる内部コンクリートにおいては、定期的な目視確

認を実施しているが、熱に起因すると考えられるひび割れ等の有意な欠陥は認め

られていない。 
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4.1.2 放射線による強度低下 

(1) 評価の概要 

評価対象部位を内部コンクリートの１次遮蔽壁、評価点を中性子およびガンマ

線照射量が最大となる１次遮蔽壁炉心側コンクリートとした。 

評価については、評価点における運転開始後６０年時点で予想される中性子照

射量およびガンマ線照射量と、既往の知見によりコンクリート強度の低下が確認

されている中性子照射量及びガンマ線照射量の閾値を比較した。 

 

(2) 評価結果 

a) 中性子照射量 

中性子照射と強度の関係に関しては、従来 Hilsdorf 他の文献２）における「中

性子照射したコンクリートの圧縮強度（fcu）と照射しないコンクリートの圧縮

強度（fcuo）の変化」を参照していた。一方、小嶋ほかの試験結果３）を踏まえ

た最新知見によると、コンクリートの圧縮強度は、およそ１×１０１９n/cm２（E>

０．１MeV）の中性子照射量から低下する可能性が確認されている。 

高浜３号炉の運転開始後６０年時点における中性子照射量は約５．６２×１

０１９n/cm２（E>０．０９８MeV）で、照射量が１×１０１９n/cm２（E>０．０９８

MeV）を超える範囲は、１次遮蔽壁の厚さ（最小壁厚２７９cm）に比べて小さく、

深さ方向に最大でも１２cm 程度であることを踏まえ、耐力評価として、保守的

に内部コンクリート（１次遮蔽壁）からこの範囲を除いても、コンクリートの

圧縮耐力が地震時の鉛直荷重などの設計荷重を上回ること、また、日本電気協

会「原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601-1987）」に基づく内部コンクリ

ートの最大せん断ひずみ評価に対して影響がないことを確認している。 

 

b) ガンマ線照射量 

ガンマ線照射量と強度の関係に関する Hilsdorf 他の文献２）によると、少な

くとも２×１０８Gy （２×１０１０rad）程度のガンマ線照射量では有意な強度

低下はみられない。 

高浜３号炉の運転開始後６０年時点におけるガンマ線照射量は約１．７５×

１０１０rad で、照射量が２×１０１０rad を下回っていることから、内部コンク

リート（１次遮蔽壁）の強度への影響はないものと考えられる。 

 

以上から、放射線照射による強度低下に対しては、健全性評価上問題とはなら

ない。 
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なお、強度・機能に影響を及ぼさない範囲で放射線照射の評価点に最も近い位

置から採取したコアサンプルについて、特別点検において強度試験を行った結果、

平均圧縮強度が設計基準強度を上回っていることを確認した（表 12）。 

 

表 12 放射線照射の評価点近傍におけるコンクリートの強度試験結果 

 実施時期 平均圧縮強度 設計基準強度 

内部コンクリート 

（１次遮蔽壁） 
2022 年 ３９．６N/mm２ ２４．５N/mm２ 

 

また、運転時に放射線照射の影響を受ける内部コンクリートにおいては、定期

的な目視確認を実施しているが、放射線照射に起因すると考えられるひび割れ等

の有意な欠陥は認められていない。 
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4.1.3 中性化による強度低下 

(1) 評価の概要 

評価対象部位の候補として、代表構造物全て（外部遮蔽壁、内部コンクリート、

原子炉格納施設基礎、原子炉補助建屋、取水構造物およびタービン建屋）が該当

する。 

このうち、評価点として、空気環境の違いが中性化の進展に影響を与えること

を踏まえ、屋内については空気環境の実測値を踏まえた中性化への影響度が最も

大きい原子炉補助建屋のうち内壁及び床、屋外については空気環境に大きな違い

が生じないため空気との接触時間が長い取水構造物のうち気中帯を選定した。加

えて特別点検の実測値が最大であった原子炉補助建屋のうち基礎マットを選定

した。 

さらに、運転開始後の経過年が大きい原子炉補助建屋（１・２号炉）および取

水構造物（１・２号炉）についても評価対象とし、高浜１・２号炉における特別

点検の結果を踏まえ、原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）および取水構

造物（１・２号炉）（気中帯）をそれぞれ評価対象として選定した。 

評価については、以下の手順にて実施した。 

a) 運転開始後６０年時点における中性化深さの算出 

中性化深さの実測値、空気環境測定値などを入力とした中性化速度式（（岸谷

式４）（原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）および取水構造物（１・２

号炉）（気中帯）のみ）、森永式５）および実測値に基づく√t 式６））により、運

転開始後６０年経過時点の中性化深さを算出 

b) 最大中性化深さ推定値の抽出 

中性化速度式により得られる中性化深さのうち、最大値となる中性化深さを

抽出 

c) 鉄筋が腐食し始める時の中性化深さの算出 

鉄筋が腐食し始める時の中性化深さとして、屋内はかぶり厚さに２cm を加え

た値、屋外はかぶり厚さの値をそれぞれ算出 

d) 運転開始後６０年経過時点の中性化深さの評価 

b)と c)の中性化深さを比較 

 

(2) 評価結果 

表 13 に示すとおり、運転開始後６０年経過時点における中性化深さが最大と

なる評価点において、鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さを下回っていること

から、健全性評価上問題とはならない。 
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表 13 運転開始後６０年後時点と鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さの比較 

 調査時点の中性化深さ ３号炉運転開始後 

６０年経過時点の

中性化深さ 

(cm) 

(推定式) 

鉄筋が腐食 

し始める時の 

中性化深さ 

（cm） 
経過年数 

実測値 

（cm） 

推定値 

(cm) 

(推定式) 

原子炉補助建屋 

（基礎マット） 
３７年 ２．４ 

１．４ 

（森永式） 

３．１＊４ 

（√t式） 
６．０ 

原子炉補助建屋 

（内壁及び床） 
３６年 ０．３ 

３．２ 

（森永式） 

４．０＊４ 

（森永式） 
６．０ 

取水構造物 

（気中帯） 
３７年 ０．５ 

０．６ 

（森永式） 

０．７＊４ 

（√t式） 
８．５ 

原子炉補助建屋

（１・２号炉） 

（基礎マット） 

３０年＊１ ３．５ 
４．４＊３ 

（岸谷式） 

５．８＊５＊６ 

（岸谷式） 
１０．０ 

取水構造物 

（１・２号炉） 

（気中帯） 

３０年＊２ ０．４ 
２．３＊３ 

（岸谷式） 

３．０＊５＊７ 

（岸谷式） 
８．５ 

＊１：３号炉運転開始後の経過年数を示す。１号炉運転開始後の経過年数は４０年。 

＊２：３号炉運転開始後の経過年数を示す。２号炉運転開始後の経過年数は３９年。 

＊３：岸谷式および森永式による評価結果のうち最大値を記載 

＊４：森永式および実測値に基づく√ｔ式による評価結果のうち最大値を記載 

＊５：岸谷式、森永式および実測値に基づく√ｔ式による評価結果のうち最大値を記載 

＊６：１号炉運転開始後の経過年数は７１年。 

＊７：２号炉運転開始後の経過年数は７０年。 

 

 

なお、中性化の評価点の一部の近傍から採取したコアサンプルについて、特別

点検において強度試験を行った結果、設計基準強度を上回っている（表 14）。 

 

表 14 中性化の評価点（一部）の近傍におけるコンクリートの強度試験結果 

 実施時期 平均圧縮強度 設計基準強度 

原子炉補助建屋 

（基礎マット） 
2022 年 ４６．８N/mm２ ２４．５N/mm２ 

取水構造物 

（気中帯） 
2022 年 ５８．５N/mm２ ２３．５N/mm２ 
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4.1.4 塩分浸透による強度低下 

(1) 評価の概要 

評価対象部位の候補として、代表構造物のうち屋外の構造物である外部遮蔽壁、

原子炉補助建屋および取水構造物が該当する。 

このうち、海水に接触するため供給塩分量が多い取水構造物を評価対象部位と

し、評価点として、最高潮位および最低潮位を考慮したうえで、環境条件が異な

る気中帯、干満帯および海中帯を選定した。 

評価については、以下の手順にて実施した。 

a) 運転開始後６０年時点における鉄筋腐食減量の算出 

①拡散方程式：点検による塩化物イオン濃度の測定結果をもとに、運転開始経

過年ごとの鉄筋位置における塩化物イオン量を算出 

②森永式５） ：塩化物イオン量を用いて運転開始経過年数ごとの鉄筋腐食減量

を算出 

b) かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点における鉄筋腐食減量の算出 

森永式   ：鉄筋径およびかぶり厚さを用いて、かぶりコンクリートにひび

割れが発生する時点における鉄筋腐食減量を算出 

c) 運転開始後６０年時点における鉄筋腐食減量の評価 

a)と b)の鉄筋腐食減量を比較 

 

(2) 評価結果 

表 15 に示すとおり、運転開始後６０年経過時点における鉄筋腐食減量は、かぶ

りコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量を下回っていること

から、健全性評価上問題とはならない。 
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表 15 運転開始後６０年経過時点と 

かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量の比較 

 経過年数 

鉄筋位置での

塩化物イオン

濃度および量 

上段（％） 

下段（㎏/m３） 

鉄筋の腐食減量 

（×１０－４g/㎝２） 

調査時点 

３号炉運転

開始後６０

年経過時点 

かぶりコンク

リートにひび

割れが発生す

る時点 

取水構造物 

（気中帯） 
３７年 

０．０２ 

（０．４７） 
３．２ ６．０ ９０．１ 

取水構造物 

（干満帯） 
３７年 

０．０２ 

（０．４７） 
７．０ １１．０ ８８．１ 

取水構造物 

（海中帯） 
３７年 

０．０１ 

（０．２０） 
０．０ ０．０ ８８．１ 

取水構造物 

（１・２号炉） 

（気中帯） 

３０年＊２ 
０．２１ 

（５．１１） 
１０．７ ２６．６＊４ ９０．１ 

取水構造物 

（１・２号炉） 

（干満帯） 

３０年＊１ 
０．０５ 

（１．２３） 
１１．４ ２１．６＊３ ９０．１ 

取水構造物 

（１・２号炉） 

（海中帯） 

３０年＊１ 
０．３３ 

（７．８３） 
７．２ １９．３＊３ ９０．１ 

＊１：３号炉運転開始後の経過年数を示す。１号炉運転開始後の経過年数は４０年。 

＊２：３号炉運転開始後の経過年数を示す。２号炉運転開始後の経過年数は３９年。 

＊３：１号炉運転開始後の経過年数は７１年。 

＊４：２号炉運転開始後の経過年数は７０年。 

 

 

なお、塩分浸透の評価点の一部の近傍から採取したコアサンプルについて、特

別点検において強度試験を行った結果、設計基準強度を上回っている（表 16）。 

 

表 16 塩分浸透の評価点（一部）の近傍におけるコンクリートの強度試験結果 

 実施時期 平均圧縮強度 設計基準強度 

取水構造物 

（干満帯） 
2022 年 ４６．４N/mm２ ２３．５N/mm２ 

取水構造物 

（海中帯） 
2022 年 ４３．４N/mm２ ２３．５N/mm２ 
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4.1.5 機械振動による強度低下 

(1) 評価の概要 

評価対象部位の候補として、振動の影響を受けるタービン架台（タービン建屋）

および非常用ディーゼル発電機基礎（原子炉補助建屋）、評価点として、局部的に

影響を受ける可能性がある基礎ボルト周辺のコンクリートを評価点として選定

した。 

 

(2) 評価結果 

６０年間の供用を想定すると、基礎ボルト周辺に機械振動によるひび割れが発

生し強度低下が生じる可能性は否定できないが、機械振動により機器のコンクリ

ート基礎への定着部の支持力が失われるような場合、機械の異常振動や定着部周

辺コンクリート表面に有害なひび割れが発生するものと考えられる。したがって、

機械振動による荷重が作用してもコンクリートのひび割れ発生には至らないと

考えられるものの、目視確認でひび割れの発生が検知可能である。 

定期的に目視確認を実施しているが、機械振動に起因する有害なひび割れなど

は発見されていないことから、健全性評価上問題とならない。 
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4.1.6 コンクリートの強度試験結果 

技術的な評価に加え、コンクリート構造物から採取したコアサンプルについて、

特別点検において強度試験を行った結果、表 17 に示すとおり、試験結果（平均圧

縮強度）が設計基準強度を上回っていることを確認した。 

 

表 17 コンクリートの強度試験結果 

代表構造物 実施時期 試験箇所数 
平均圧縮強度 

（N/mm２） 

設計基準強度 

（N/mm２） 

外部遮蔽壁 ２０２２年 ３ ３２．３ ２４．５ 

内部コンクリート ２０２２年 ３ ３９．６ ２４．５ 

原子炉格納施設基礎 ２０２２年 ３ ４２．１ ２４．５ 

原子炉補助建屋 ２０２２年 １５ ４３．０ ２４．５ 

タービン建屋 ２０２２年 ９ ３７．５ ２０．６ 

取水構造物 ２０２２年 ９ ４９．４ ２３．５ 
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4.2 コンクリートの遮蔽能力低下 

4.2.1 熱による強度低下 

 (1) 評価の概要 

評価対象部位として内部コンクリートの１次遮蔽壁、評価点として運転時に最

も高温となる炉心領域部を選定し、評価については、制限値と温度分布解析の結

果を比較した。 

 

(2) 評価結果 

解析の結果、コンクリートの最高温度は炉心領域部で約５６℃であり、中性子

遮蔽の８８℃、ガンマ線遮蔽の１７７℃の制限値７）以下であることから、健全性

評価上問題とはならない。 

 

なお、評価点近傍から採取したコアサンプルについて、特別点検として確認し

た乾燥単位容積質量は２．２７４g/cm3 であり、高浜３号機の内部コンクリート

（１次遮蔽壁）のコンクリート密度の設計値は２．２g/cm３である。特別点検とし

て確認した乾燥単位容積質量が工事計画認可申請書に記載されているコンクリ

ート密度を上回っていることから、放射線障害を防止するために必要な遮蔽能力

を有することを確認した。 
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4.3 現状保全 

コンクリートの強度低下については、強度に支障をきたす可能性のあるような有意

な欠陥がないことを目視点検により定期的に確認し、必要に応じて塗装の塗替えなど

の補修を実施している。あわせて、強度に急激な経年劣化が生じていないことを、非

破壊試験による点検において、定期的に確認している。 

コンクリートの遮蔽能力低下については、遮蔽能力に支障をきたす可能性があるひ

び割れなどの有意な欠陥がないことを目視点検により定期的に確認している。 

 

4.4 総合評価 

コンクリートの強度低下については、現状において、設計基準強度を上回っており、

強度低下が急激に発生する可能性は極めて小さいと考えられる。また、ひび割れなど

については目視確認で検知可能であり、必要に応じて塗装の塗替えなどの補修を実施

していることから、保全方法は適切であり、現状保全を継続することにより健全性の

維持は可能である。 

コンクリートの遮蔽能力低下については、現状において要求値を上回っており、今

後遮蔽能力低下が急激に発生する可能性は極めて小さいと考えられる。また、ひび割

れなどについては目視確認で検知可能であり、保全方法として適切であり、健全性の

維持は可能であると考える。 

 

4.5 高経年化への対応 

今後も現状の保全方法により健全性を確認していくものとし、現状保全項目に、高

経年化対策の観点から追加すべきものはない。 
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5. 代表構造物以外の評価 

グループ内全構造物への展開 

コンクリート構造物および鉄骨構造物の技術評価については、代表構造物について、

各経年劣化事象に影響を及ぼす要因ごとに使用条件などを考慮して実施しており、グ

ループ内構造物の使用条件は代表構造物の使用条件に包含されているため、技術評価

結果も代表構造物の評価結果に包含された結果となる。 
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6. まとめ 

6.1 審査基準適合性 

以上の評価結果について、原子力規制委員会「実用発電用原子炉の運転の期間の延

長の審査基準」に規定されている延長しようとする期間における要求事項との対比を

表18に示す。 

表 18 延長しようとする期間における要求事項との対比（1／4） 

審査基準、 

ガイド 
要求事項 劣化状況評価結果 

実用発電

用原子炉

の運転の

期間の延

長の審査

基準 

２．実用炉規則第１１３条第２項第２号に掲げる原子炉その

他の設備の劣化の状況に関する技術的な評価の結果、延長し

ようとする期間において、同評価の対象となる機器・構造物

が下表に掲げる要求事項（以下「要求事項」という。）に適合

すること、又は同評価の結果、要求事項に適合しない場合に

は同項第３号に掲げる延長しようとする期間における原子

炉その他の設備に係る施設管理方針の実施を考慮した上で、

延長しようとする期間において、要求事項に適合すること。 

－ 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
強
度
低
下 

熱 

○評価対象部位のコンクリートの温度が制限

値（貫通部は 90℃、その他の部位は 65℃）

を超えたことがある場合は、耐力評価を行

い、その結果、当該部位を構成する部材又は

構造体の耐力が設計荷重を上回ること。 

「4.1.1 熱による強度低下」に示すとおり、評

価対象部位のコンクリート温度が制限値以下で

あることを確認した。 

放
射
線
照
射 

○評価対象部位の累積放射線照射量が、コン

クリート強度に影響を及ぼす可能性のある

値を超えている又は超える可能性が認めら

れる場合は、耐力評価を行い、その結果、当

該部位を構成する部材又は構造体の耐力が

設計荷重を上回ること。 

「4.1.2 放射線による強度低下」に示すとおり、

評価対象部位における中性子照射量がコンクリ

ート強度に影響を及ぼす可能性のある値を超え

る部分があるため、構造体の耐力が設計荷重を上

回ることを確認した。 

中
性
化 

〇評価対象部位の中性化深さが、鉄筋が腐食

し始める深さまで進行しているか又は進行

する可能性が認められる場合は、耐力評価

を行い、その結果、当該部位を構成する部材

又は構造体の耐力が設計荷重を上回るこ

と。 

「4.1.3 中性化による強度低下」に示すとおり、

評価対象部位の中性化深さが、鉄筋が腐食し始め

る深さまで進行する可能性が認められないこと

を確認した。 

塩
分
浸
透 

〇評価対象部位に塩分浸透による鉄筋腐食に

より有意なひび割れが発生しているか又は

発生する可能性が認められる場合は、耐力

評価を行い、その結果、当該部位を構成する

部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回る

こと。 

「4.1.4 塩分浸透による強度低下」に示すとお

り、評価対象部位に塩分浸透による鉄筋腐食によ

りひび割れが発生する可能性が認められないこ

とを確認した。 

ア
ル
カ
リ
骨
材
反
応 

〇評価対象部位にアルカリ骨材反応による有

意なひび割れが発生している場合は、耐力

評価を行い、その結果、当該部位を構成する

部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回る

こと。 

「3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象

の抽出」に示すとおり、アルカリ骨材反応に起因

すると判断されるひび割れ等は認められておら

ず、使用している骨材が反応性骨材ではないこと

を確認している。また、特別点検においてコンク

リート構造物の健全性に影響を与えるような反

応性がないことを確認した。以上から、今後も経

年劣化の進展が考えられない、または進展傾向が

極めて小さいと考えられることから、高経年化対

策上着目すべき劣化事象ではないと判断した。 

機
械
振
動 

〇評価対象機器のコンクリート基礎への定着

部周辺コンクリート表面に機械振動による

有意なひび割れが発生している場合は、耐

力評価を行い、その結果、当該部位を構成す

る部材又は構造体の耐力が設計荷重を上回

ること。 

「4.1.5 機械振動による強度低下」に示すとお

り、評価対象機器のコンクリート基礎への定着部

周辺コンクリート表面に機械振動による有意な

ひび割れが認められていないことを確認した。 

凍
結
融
解 

〇評価対象部位に凍結融解による有意なひび

割れが発生している場合は、耐力評価を行

い、その結果、当該部位を構成する部材又は

構造体の耐力が設計荷重を上回ること。 

「3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象

の抽出」に示すとおり、高浜３号炉は凍害危険度

が設定されておらず、当該の予想程度が「ごく軽

微」とされる凍害危険度１よりさらに危険度が低

く、凍結融解に起因すると判断されるひび割れ等

は認められていないことから、今後も経年劣化の

進展が考えられない、または進展傾向が極めて小

さいと考えられるため、高経年化対策上着目すべ

き劣化事象ではないと判断した。 
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表 18 延長しようとする期間における要求事項との対比（2／4） 

 

  

審査基準、 

ガイド 
要求事項 劣化状況評価結果 

実用発電用

原子炉の運

転の期間の

延長の審査

基準 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
の

遮
蔽
能
力
低
下 

熱 

〇中性子遮蔽のコンクリートの温度が

88℃又はガンマ線遮蔽のコンクリート

の温度が 177℃を超えたことがある場

合は、評価を行い、その結果、当該部

位を構成する部材又は構造体の遮蔽能

力が原子炉設置（変更）許可における

遮蔽能力を下回らないこと。 

「4.2 コンクリートの遮蔽能力低下」に示すと

おり、中性子遮蔽のコンクリートの温度が 88℃

以下、またガンマ線遮蔽のコンクリート温度が

177℃以下であることを確認した。 

鉄
骨
の
強
度
低
下 

腐
食 

〇評価対象部位に腐食による断面欠損が

生じている場合は、耐力評価を行い、

その結果、当該部位を構成する部材又

は構造体の耐力が設計荷重を上回るこ

と。 

「3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象の抽出」に示すとおり、鉄骨は塗装により腐食

を防止しており、塗膜が健全であれば腐食進行の

可能性は小さい。また、定期的な目視確認により

塗膜の状態を確認し、鋼材の腐食に影響する塗膜

の劣化などが認められた場合は補修を実施する

こととしていることから、想定した劣化傾向と実

際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象

であって、想定した劣化傾向などに基づき適切な

保全活動を行っているため、高経年化対策上着目

すべき劣化事象ではないと判断した。 

風
な
ど
に
よ
る
疲
労 

〇評価対象部位に風などの繰り返し荷重

による疲労破壊が発生している又は発

生する可能性が認められる場合は、耐

力評価を行い、その結果、当該部位を

構成する部材又は構造体の耐力が設計

荷重を上回ること。 

「3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象の抽出」に示すとおり、煙突などの形状の構造

物は、比較的アスペクト比（高さの幅に対する比）

が大きく、風の直行方向に振動が発生する恐れが

ある。アスペクト比が４以上の構造物が風による

振動の検討が必要とされているが、鉄骨構造物に

アスペクト比が４以上の構造物はないことから、

今後も経年劣化の進展が考えられない、または進

展傾向が極めて小さいと考えられるため、高経年

化対策上着目すべき劣化事象ではないと判断し

た。 
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表 18 延長しようとする期間における要求事項との対比（3／4） 

 

  

審査基準、 

ガイド 
要求事項 劣化状況評価結果 

実用発電用原子

炉の運転期間延

長認可申請に係

る運用ガイド 

３．２（１）「延長しようとする期間における運転に伴い生ずる

原子炉その他の設備の劣化の状況に関する技術的な評価」

（以下「劣化状況評価」という。）の記載内容について評価の

対象とする機器・構造物及び評価手法は、実用炉規則第８２

条第２項に規定する運転開始後４０年を迎える発電用原子

炉に係る発電用原子炉施設についての経年劣化に関する技

術的な評価におけるものと同様とする。特に運転期間延長認

可申請に伴うものとして評価を行い、その結果の記載が求め

られる事項は次のとおり。 

①上記３．１の特別点検の結果を踏まえた劣化状況評価。 

④実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する

規則（平成２５年原子力規制委員会規則第６号。以下「技

術基準規則」という。）（運転開始以後４０年を経過する日

において適用されているものに限る。）に定める基準に照

らした評価。 

「4. 代表構造物の技術評価」に

示すとおり、代表構造物について

特別点検を踏まえた劣化状況評

価を実施した。 

３．３（１）「延長しようとする期間における原子炉その他の設

備に係る施設管理方針」（以下「施設管理方針」という。）の

策定に係る手法は、実用炉規則第８２条第２項に規定する運

転開始後４０年を迎える発電用原子炉に係る発電用原子炉

施設についての施設管理に関する方針の策定と同様とする。

特に運転期間延長認可申請に伴い策定するものとして記載

が求められる事項は次のとおり。なお、３．２（２）⑯の評

価結果を申請の補正として示す場合には、当該評価結果に関

する施設管理方針について、当該評価結果と合わせて申請の

補正として示すことができる。 

①上記３．２の劣化状況評価を踏まえた施設管理方針。 

「4.5 高経年化への対応」に示

すとおり、現状保全項目に、高経

年化対策の観点から追加すべき

ものはなく、施設管理に関する方

針として策定する事項はなかっ

た。 

実用発電用原子

炉施設における

高経年化対策審

査ガイド 

３．高経年化技術評価等の審査の視点・着眼点 

（１）高経年化技術評価の審査 

⑫健全性の評価 

実施ガイド３．１⑤に規定する期間の満了日までの期間に

ついて、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又は

進展に係る健全性を評価していることを審査する。 

「4. 代表構造物の技術評価」に

示すとおり、代表構造物について

運転開始後６０年時点を想定し

た健全性評価を実施した。 

⑬現状保全の評価 

健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されて

いることを審査する。 

「4.3 現状保全」に示すとおり、

健全性評価結果から、現状の保全

策が妥当であることを確認した。 

⑭追加保全策の抽出 

現状保全の評価結果から、現状保全に追加する必要のあ

る新たな保全策が抽出されていることを審査する。 

「4.5 高経年化への対応」に示

すとおり、現状保全項目に、高経

年化対策の観点から追加すべき

新たな保全策はなかった。 

（２）長期施設管理方針の審査 

①長期施設管理方針の策定 

すべての追加保全策について長期施設管理方針として策定

されているかを審査する。 

「4.5 高経年化への対応」に示

すとおり、現状保全項目に、高経

年化対策の観点から追加すべき

ものはなく、施設管理に関する方

針として策定する事項はなかっ

た。 
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表 18 延長しようとする期間における要求事項との対比（4／4） 

 

 

 

  

審査基準、 

ガイド 
要求事項 劣化状況評価結果 

実用発電用原子

炉施設における

高経年化対策実

施ガイド 

３.１ 高経年化技術評価の実施及び見直し 

高経年化技術評価の実施及び見直しに当たっては、以

下の要求事項を満たすこと。 

⑤ 抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象につ

いて、以下に規定する期間の満了日までの期間について機

器・構造物の健全性評価を行うとともに、必要に応じ現状

の施設管理に追加すべき保全策（以下「追加保全策」とい

う。）を抽出すること。 

ロ 実用炉規則第８２条第２項又は第３項の規定に基づく高

経年化技術評価プラントの運転を開始した日から４０年

間に同条第２項又は第３項に規定する延長する期間を加

えた期間３.２ 長期施設管理方針の策定及び変更 

「4.5 高経年化への対応」に示

すとおり、現状保全項目に、高経

年化対策の観点から追加する新

たな保全策はなかった。 

３.２ 長期施設管理方針の策定及び変更 

長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては、以下の要

求事項を満たすこと。 

①高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発

電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提として抽出

されたもの及び冷温停止状態が維持されることを前提と

して抽出されたものの全て。）について、発電用原子炉ご

とに、施設管理の項目及び当該項目ごとの実施時期を規定

した長期施設管理方針を策定すること。 

なお、高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策に

ついて、発電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提

とした評価から抽出されたものと冷温停止状態が維持さ

れることを前提とした評価から抽出されたものの間で、

その対象の経年劣化事象及び機器・構造物の部位が重複

するものについては、双方の追加保全策を踏まえた保守

的な長期施設管理方針を策定すること。 

「4.5 高経年化への対応」に示

すとおり、現状保全項目に、高経

年化対策の観点から追加すべき

ものはなく、施設管理に関する方

針として策定する事項はなかっ

た。 
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6.2 施設管理に関する方針として策定する事項 

コンクリート構造物および鉄骨構造物に関する評価について、施設管理に関する方

針として策定する事項は抽出されなかった。 
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7) 「コンクリート遮蔽体設計規準」（R.G.Jaeger et al.「Engineering Compendium on 

Radiation Shielding(ECRS) VOL.2」） 
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タイトル 

 
社内標準における目視点検の項目、方法および判定基準について 

 
 
説 明 

 

「原子力発電所 土木設備点検要綱指針」および「原子力発電所 建築設

備点検要綱指針」に基づき定期的に実施する目視点検の項目、方法および判

定基準を以下に示す。 

 

 
 
 
添付１ 定期点検標準（土木設備）（抜粋） 

添付２ 建築設備の定期点検内容一覧表（建築設備）（コンクリート構造物

および鉄骨構造物（抜粋）） 

添付３ 建物設備（部位）と確認内容（建築設備）（コンクリート構造物お

よび鉄骨構造物（抜粋）） 

添付４ 目視点検によるコンクリート構造物の劣化の評価基準（土木設備・

建築設備共通） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

別紙１ 
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 定期点検標準（土木設備）（抜粋） 
（設備箇所については、他施設にも準用出来る。） 

設 備 箇 所 点 検 事 項 点検頻度 点 検 方 法 備  考 
１．取水設備 

陸上部 

 

 
  
  
  

 
  

 

  

 
 
 

 
  

 
 
  
  

 
 
 

海上部 

 

 
  
  
  
  

 

  

 

 
 
 
 
 
 

水中部 

 

 
  
  
 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 

  
   

  
  

 
  

 
 

  

 
  
  
  

 

水路部 
（内

部） 

 

 
  
  
  

 

  

 
 

 

４．タンク基礎  

 
 

 

  

 
  

 
 
 
 

１０．防波堤 
 

陸上部 

 

 
  
 

 

 

  

 
 
 
 

 

海上部 

 

 
  
 

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

添付１（１／２） 
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建築設備の定期点検内容一覧表（建築設備）（コンクリート構造物および鉄骨構造物（抜粋）） 

点検設備（部位） 点検 

頻度 
点検方法 

建 物 構 造

部分 

コンクリート躯体  
 

鉄骨造構造体  
 

 

 

 

 

 

 

 

  

添付２（１／１） 







-2-1- 

 

タイトル 

 

対象構造物および代表構造物の選定過程について 

 

 

説 明 

 

高浜３号炉におけるコンクリート構造物および鉄骨構造物の技術評価に

ついて、対象構造物および代表構造物の選定過程を以下に示す。 

 

１．対象構造物の選定 

対象構造物は、安全重要度分類審査指針※およびこれを踏まえ具体

的な分類を示した日本電気協会「安全機能を有する電気・機械装置の

重要度分類指針」（JEAG4612-2010）に基づき識別した色塗系統図お

よび原子力保全総合システム（Ｍ３５）等により抽出される機器・構

造物を対象とし、該当する構造物、または該当する機器を支持する構

造物を選定した。 

評価対象となる機器および構造物の抽出フローを添付１に示す。 

 

※：発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針（平成2年8

月30日原子力安全委員会決定） 

 

２．代表構造物の選定 

対象構造物の使用条件（高温部の有無、放射線の有無など）の影響

の大きさに基づき、代表構造物を選定した。 

 

以上 

 

添付１ 評価対象となる機器および構造物の抽出フロー 

 

 

  

別紙２ 
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評価対象となる機器および構造物の抽出フロー 

 

 

 

*1 重要度分類クラス１および２(*3)（耐津波安全性評価が必要な浸水防護施設に属する機器および構造物を含む。） 
*2 重要度分類クラス３のうち、最高使用温度が 95℃を超え、または最高使用圧力が 1900kPa を超える環境下にある機器 

（原子炉格納容器外にあるものに限る） 

*3 「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定の 

重要度分類 

*4 浸水防護施設に属する機器および構造物を含む。 

 

 

プラント全系統・構造物・機器 

評価対象外 
・バーナブル 
 ポイズン等 

 

 

評価対象機器および構造物 

Yes 

No 

No 

Yes 

機器単位で長期に 

わたり使用するか？ 

 

No 

安全上重要（*1）または
常設重大事故等対処設

備か？ 

高温・高圧の環境下
（*2）にあるか？ 

Yes 

 クラス３の機

器・構造物（*4）

であるか？ 

Yes 

評価対象外 

No 

自主的評価 

添付１ 
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タイトル 

 

耐火能力の考え方および耐火能力が要求されている壁の位置について 

 

説 明 

 

 コンクリート構造物の耐火能力は、コンクリートの断面厚により確保する設計とし

ている。耐火能力が要求されている壁の位置については、「高浜発電所３号機工事計

画認可申請書（関原発第１５２号平成２７年８月４日認可）」、「高浜発電所４号機

工事計画認可申請書（関原発第１５３号平成２７年１０月９日認可）」、「高浜発電

所１号機工事計画認可申請書（関原発第７３号平成２８年６月１０日認可）」および

「高浜発電所２号機工事計画認可申請書（関原発第７４号平成２８年６月１０日認

可）」に示すとおりである（添付１参照）。 

 

 

添付１ 火災区域などの位置図 

 

  

別紙３ 



































































































 

-4-1- 

 

タイトル 

 

土木建築設備に係る保全管理の文書体系について 

 

 

説 明 

 

土木建築設備に係る保全管理の文書体系は以下のとおりである。 

 

 

施設管理通達 
    
    

       

原子力発電所土木建築業務要綱 
    

    

   
高浜発電所土木建築業務所則    

 

 

   

 
高浜発電所土木建築業務所則指針  

    

 
原子力発電所建築設備点検要綱指針 

 

    

 
原子力発電所土木設備点検要綱指針 

 

    

 原子力発電所コンクリート構造物 
  高経年化に関する点検要綱指針 

 

 

以上 

 

別紙４ 
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タイトル 

 

炉心領域部および原子炉容器サポート直下部の１次遮蔽壁における温度

分布解析の方法などについて 

 

 

説 明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炉心領域部および原子炉容器サポート（以下「ＲＶサポート」という。）

直下部の１次遮蔽壁（コンクリート）における温度分布解析の方法などにつ

いて、以下に示す。 

 

１．炉心領域部の温度分布解析 

１．１ 温度分布解析の方法 

 炉心領域部の１次遮蔽壁内におけるガンマ発熱による温度分布は、２次

元輸送計算コード DORT（Ver.3.2）を用いて、１次遮蔽中のガンマ線束分布

を算出し、ガンマ発熱量換算係数を乗じることで温度分布を求めている。 

 

（１）解析モデル 

炉心、炉内構造物、原子炉容器および１次遮蔽壁（コンクリート）を２次

元形状（水平断面）でモデル化している。具体的な解析モデルは添付１に示

す。 

 

（２）入力条件 

 DORT コードは、米国のオークリッジ国立研究所で開発された中性子輸送

方程式を数値的に解くコードであり、入力パラメータは、以下のとおりであ

る。 

 

※1：これまでの運転サイクルにおける原子炉出力分布の平均値を用いて原子炉熱出力に相当する

分のエネルギー（中性子発生個数）を入力している。 

※2：燃料の核分裂により発生する中性子発生個数とエネルギー（物性値）を入力している。 

 

１．２ 解析結果 

 １次遮蔽壁内のガンマ発熱量分布の計算結果を添付１に示す。添付１を

基に、円筒形状に対する熱伝導方程式を解いて温度分布を算出した結果、１

次遮蔽壁内での最高温度は、１次遮蔽壁内面から約 47cm の位置に現れ、約

56℃であり、強度上の熱に対するコンクリートの温度制限値（一般部 65℃、

局部 90℃）を下回る結果であった。１次遮蔽壁内の温度分布を添付２に示

す。 

 

①物性値(密度,組成） 

②原子炉,1次遮蔽形状 

③原子炉出力分布※1 

④核分裂により発生する

中性子スペクトル※2 

DORTコード ガンマ線束 
ガンマ発熱量

（kcal/(cm
3
･h)） 

エネルギー吸収係数 

別紙５ 
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添付１ 炉心領域部の１次遮蔽壁（コンクリート）におけるガンマ発熱量

分布の計算モデルおよび計算結果 

添付２ 炉心領域部の１次遮蔽壁（コンクリート）内の温度分布 

添付３ ＲＶサポート直下部の解析対象範囲および解析モデル 

添付４ 材料物性値（熱伝導率） 

添付５ ＲＶサポート直下部の１次遮蔽壁（コンクリート）の温度分布 

添付６ ＲＶサポート直下部近傍の解析値と実測温度の比較 

 

 

 

  







-5-6- 

 

ＲＶサポート直下部の解析対象範囲および解析モデル 

 

 

 

図４ 解析対象範囲 

 

  

添付３ 
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材料物性値（熱伝導率） 

 

表１ 各部位の材質と熱伝導率 

部位 材質 
熱伝導率 

（W/(m･K)）※ 

空気 － 

0.02572（20℃） 

0.03145（100℃） 

0.03803（200℃） 

0.04708（350℃） 

ＲＶ 

上部胴、冷却材出口管台 SFVQ1A 51.2（300K） 

46.1（500K） 

36.9（800K） 下部胴 SFVQ2A 

セーフエンド SUSF316 

16.0（300K） 

19.0（600K） 

25.7（1000K） 

1次冷却材管 ホットレグ SCS14A 24.3（300K） 

ＲＶサポート 

シムプレート 
AISI A10相当 

(工具鋼相当) 

45.1（300K） 

39.2（600K） 

29.9（1000K） 

サポートシュ SFVQ1A 

51.2（300K） 

46.1（500K） 

36.9（800K） 

サポートブラケット、 

ベースプレート、外周プレート 
SM50B（SM490B） 51.6（300K） 

47.8（500K） 

38.2（800K） リングフレーム、プレッシャデフレクタ、 

バッフルプレート 
SS41(SS400) 

コンクリート 

普通コンクリート 

（珪岩質骨材コン

クリート） 

1.5（293K） 

1.1（600K） 

保温材 

ＲＶ保温材 － 
  

  

1次冷却材管保温材 － 
  

  

※：（出典）日本機械学会「伝熱工学資料 改訂第5版」（保温材は保温材スペック） 

  熱伝導率は記載の値（記載の値は一例）を定義し、その間の温度では解析コード内で

線形補完した値を設定している 

  

添付４ 
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ＲＶサポート直下部近傍の解析値と実測温度の比較 

 

 

表２ 解析値と実測温度の比較 

解析値※ 実測値 備考 

約53.2℃ 約38～45℃ 実測日は、2021年8月7日 

    ※：解析値は、実測温度の測定箇所における値 

 

添付６ 
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タイトル 

 

放射線照射量の算出方法などについて 

 

 

説 明 

 

１次遮蔽の放射線照射量は、１次遮蔽における中性子束（E>0.098MeV）

およびガンマ線量率を２次元輸送計算コードDORTにより算出し、運転時間

を掛けることで中性子、ガンマ線照射量を求めている。 

DORTコードは、米国のオークリッジ国立研究所で開発された中性子輸送

方程式を数値的に解くコードであり、入力パラメータは以下のとおりであ

る。 

※1：これまでの運転サイクルにおける原子炉出力分布の平均値を用いて原子炉熱出力に相当する

分のエネルギー（中性子発生個数）を入力している。 

※2：燃料の核分裂により発生する中性子発生個数とエネルギー（物性値）を入力している。 

 

１次遮蔽内の中性子束およびガンマ線量率は、炉心の水平断面形状（R,

θ計算）を用いて、１次遮蔽の照射量が最大となる高さ位置の中性子束お

よびガンマ線量率を各々算出する。 

また、中性子束およびガンマ線量率の軸方向分布(φ(z))は、水平断面

形状（R,θ計算）で算出した中性子束およびガンマ線量率の最大値（φ

max）を垂直断面形状（R,Z計算）より算出した軸方向の補正係数（fz）を

用いて補正することで算出する。 

 

φ(z)＝φmax×fz 

 

φ(z)：中性子束およびガンマ線量率の軸方向分布 

φmax：中性子束およびガンマ線量率の最大値 

fz   ：軸方向の補正係数 

 

１次遮蔽内の水平断面形状（R,θ計算）の評価では、図１に示すような

形状を入力して、１次遮蔽の最大高さ位置の中性子束およびガンマ線量率

を算出している。 

 

 

 

 

①物性値（密度,組成） 

②原子炉,1次遮蔽形状 

③原子炉出力分布※1 

④核分裂により発生する

中性子スペクトル※2 

DORTコード 
中性子束（n/(cm２･s)） 

ガンマ線量率（rad/h） 

別紙６ 
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図１ 計算モデル図[(R,θ)形状] 

 

また、１次遮蔽内の垂直断面形状（R,Z計算）の評価では、図２に示す

ような形状を入力して、軸方向の補正係数（fz）を算出している。 

 

 

図２ 計算モデル図[(R, Z)形状] 
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以上により算出した１次遮蔽内の中性子束およびガンマ線量率に対し、

運転開始後60年時点における定格負荷運転年数（47.0 EFPY＊）を乗じ、１

次遮蔽壁コンクリートがうける照射量を算出した結果を表１に示す。 

 

＊運転開始後60年時点における定格負荷運転年数の予測値 

 

表１ １次遮蔽壁コンクリート内面がうける照射量の最大値 

項 目 解析結果 備 考 

中性子照射量 5.62×10１９（n/cm２） E>0.098MeV 

ガンマ線照射量 1.75×10１０（Rad）  

 

 

運転開始後60年時点における定格負荷運転年数については、2021年3月

末までは運転実績(25.5 EFPY、設備利用率69.7％)を用い、2022年4月以降

は設備利用率を90％と仮定して計算している。将来の運転年数は、過去の

設備利用率を踏まえて保守的に設定しており、実際の照射量は解析で算出

した照射量よりも小さくなると判断している。 

 

 

以上 
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タイトル 

 

中性子照射量に対する耐力評価について 

 

 

説 明 

 

以下のとおり、中性子照射量に対する耐力評価を行った。 

 

１．中性子照射量が 1×10１９n/cm２を超える範囲を添付－１に示す。 

中性子照射量が、1×10１９n/cm２を超える範囲は炉心中心部で最も大きく

なり、深さ方向に最大約 12cm である。 

 

２．原子炉容器の鉛直方向荷重は、シムプレート、サポートシュおよびサポ

ートリブを、接線方向荷重は、上記に加えてベースプレート、外周プレ

ートおよび埋込補強材（スタッド）を経て１次遮蔽壁に伝わるが、添付

－２に示すとおり、荷重の耐力は既工認の評価にて実施している。 

中性子線照射の影響を考慮した鉛直方向荷重および接線方向荷重に

対する耐力評価を説明する。 

 

(1)鉛直方向荷重に対する評価 

中性子照射量が 1×10１９n/cm２を超える範囲は炉心中心部で最も大

きくなり、炉心中心部の 1×10１９n/cm２を超える範囲を荷重負担部の１

次遮蔽コンクリート上端から下部まで欠損させた状態を保守的に想定

する。(添付－３） 

評価用荷重として基準地震動Ｓｓを用いた耐力評価を行った結果、

以下のとおり圧縮耐力は地震時の荷重を十分上回っていることを確認

した。 

原子炉容器支持構造物コンクリート 鉛直方向荷重による圧縮評価 

欠損想定 荷重（kN） 耐力（kN） 耐震裕度 

欠損無   2.20 

欠損有   ※ 2.20 

※:欠損面積が僅かであるため、端数処理により欠損無の耐力と同値となる。 

 

(2)接線方向荷重に対する評価 

接線方向荷重によるベースプレートの浮き上がり防止のために基礎

ボルトが設置されており、基礎ボルトによるコンクリートのコーン状

破壊面の有効投影面積から中性子照射量が 1×10１９n/cm２を超える範

囲を欠損させた状態を想定して耐力評価を行った。欠損範囲について

は 1 次遮蔽壁の炉心側表面から 1×10１９n/cm２を超える範囲とし、1 次

遮蔽壁上端から下端までを欠損させた状態を保守的に想定する。（添付

－４） 

評価用荷重として基準地震動Ｓｓを用いた耐力評価を行った結果、

以下のとおり引張耐力は地震時の荷重を十分上回っていることを確認

した。 

原子炉容器支持構造物コンクリート 接線方向荷重による引張評価 

欠損想定 荷重（kN） 耐力（kN） 耐震裕度 

欠損無   2.04 

欠損有   2.00 

別紙７ 
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３．中性子線照射量が1×10１９n/cm２を超える範囲は、炉心中心部の1次遮

蔽壁コンクリート断面において約  m２であり、1次遮蔽壁コンクリ

ート断面積全体(約  m２）の約  %である。 

 

 

４．地震時の構造体の耐力と設計荷重との関係を示す指標の一つとして、基

準地震動による地震力を負担する断面に対するせん断ひずみによる評

価がある。現状の基準地震動に対する最大せん断ひずみと基準値は以

下に示す通りであり、基準値に対して余裕があることが確認できる。

３．で示す中性子照射量が 1×10１９n/cm２を超える範囲を考慮しても健

全性に影響を及ぼすものではないと判断できる（添付－５）。 

内部コンクリート（1次遮蔽壁含む）における 

基準地震動に対する最大せん断ひずみ 
基準値※１ 

約0.565×10－３ ※２ 2.0×10－３ 

※１：(社）日本電気協会 原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601-1987） 

※２：高浜発電所第３号機 工事計画認可申請書 資料１３－１６－４ 

内部コンクリートの耐震計算書（H27.8.4認可） 

 

以上を踏まえ、保守的に内部コンクリート（１次遮蔽壁）からこの範囲

を除いても、構造体の耐力が地震時の鉛直荷重などの設計荷重を上回るこ

と、地震時のせん断ひずみへの影響が極めて軽微であることを確認してい

ることから、内部コンクリート（１次遮蔽壁）の強度への影響はないと考

えられる。 

 

添付－１  中性子線照射量が1×10１９n/cm２を超える範囲 

添付－２ 原子炉本体の基礎に関する説明書（工事計画認可申請書 

H27.8.4認可） 

添付－３ 中性子照射量が1×10１９n/cm２を超える範囲と原子炉容器支持構

造物の支圧面との比較 

添付－４ コーン状破壊面の有効投影面積と接線方向荷重による引張評価

においてコンクリートの欠損を想定する範囲との比較 

添付－５ 中性子照射量が1×10１９n/cm２を超える範囲を考慮した基準地震

動に対する最大せん断ひずみの確認 
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原子炉本体の基礎に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１５ 原子炉本体の基礎に関する説明書 

 

 

 

  

添付２（１／３） 





-7-7- 
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(3) コンクリートに作用する荷重 

コンクリートに作用する荷重を第3－1表に示す。 

 

第 3－1表 コンクリートに作用する荷重 

（単位：kN） 

 
Sd 地震時 Ss 地震時 

圧 縮 引 張 圧 縮 引 張 

原子炉容器支持構

造物埋込金物より

加わる荷重(注1、3) 

自重(注4)  －  － 

熱膨張荷重    －    － 

地震荷重  －  － 

荷 重(注1、2、3)       

（注 1）荷重は、鉛直上向きを正とする。 

（注 2）保守的になるように十の位を端末処理しているため、必ずしも合計は一致しない。 

（注3）資料13-17-3-23「1次冷却材管の耐震計算書」に示すループ荷重の値を使用する。 

（注4）自重は、スクラム荷重を含む。 

 

(4) まとめ 

第3－2表に示すとおり、コンクリートの圧縮耐力及び引張耐力は、いずれも地震時の荷重を上回っ

ている。 

第3－2表 コンクリートの評価結果 

（単位：kN） 

 
Sd 地震時 Ss 地震時 

荷 重(注) 耐 力 荷 重(注) 耐 力 

圧 縮     

引 張     

（注）荷重は、絶対値で表示する。 

 

3.1.4 1次遮蔽コンクリート（間接支持構造物）の強度評価 

1次遮蔽コンクリートの強度評価については、資料13-17-7-2「原子炉格納施設の地震応答解析」に

示すとおり十分な強度を有している。 

 

 

 

 

  

添付２（３／３） 
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タイトル 

 

中性化の評価対象および評価点の選定過程について 

 

 

説 明 

中性化の評価対象および評価点の選定過程を以下に示す。 

 

１．環境測定 

中性化の進展度合いは、使用環境条件（温度、湿度および二酸化炭素

濃度）の影響を受けることから、２０２０年から２０２１年に空気環境

測定を実施した。 

 

１－１．測定方法 

環境測定に使用した機器を添付１「環境測定 使用機器」に示す。

温度および湿度は、２０２０年１０月１日から２０２１年９月３０日

の期間で、１時間間隔で連続測定を行った。二酸化炭素濃度は、２０

２０年１０月から２０２１年９月の期間で各月ごとに３日間を対象と

し、各日当たり１回測定を行った。 

 

１－２．測定位置 

温度、湿度および二酸化炭素濃度は、建屋内外で計１８１箇所にて

測定を実施した。測定位置図を添付２「環境測定 測定位置図」に示

す。 

 

２．評価対象の選定過程 

中性化の評価対象は、仕上げの状況および上記の環境測定結果などの

空気環境を考慮し、以下のとおり選定した。 

 

２－１．仕上げ状況 

代表構造物のうち、仕上げが無い箇所がある構造物を候補とする。 

 

２－２．空気環境 

屋外で仕上げが無い構造物は取水構造物のみである。そのうち、海水

によりコンクリート表面が湿潤とならず、空気環境の影響を受ける箇

所を評価対象として選定する。 

屋内の構造物については、「１．環境測定」のとおり測定した温度、

湿度および二酸化炭素濃度等に基づいて算出した中性化に及ぼす影響

度が、最も大きくなる箇所を評価対象として選定する。なお、中性化に

及ぼす影響度については、各使用環境条件が入力値となる森永式の一

部に相当する。影響度の算出結果のうち代表構造物毎の影響度の最大

値を添付３「環境条件による影響度」に示す。 

 

２－３．特別点検の結果 

上記に加えて、対象構造物における特別点検結果の値が最も大きい

箇所を評価対象として選定した。特別点検の結果を添付４「特別点検結

果（中性化深さ）」に示す。 

 

 

別紙８ 
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３．評価点の選定結果 

上記に基づく評価点の選定結果を以下に示す。 

 

・ 屋外の構造物のうち、仕上げが無い構造物として取水構造物を選

定した。そのうち、海水によりコンクリート表面が湿潤とならず、

空気環境の影響が大きい「取水構造物（気中帯）」を評価点とし

て選定した。 

・ 屋内の構造物で仕上げが無い箇所のうち、中性化に及ぼす影響度

が最も大きい「原子炉補助建屋のうち内壁及び床（ペネトレーシ

ョンエリア）」を評価点として選定した。 

・ 対象構造物における特別点検結果の値が最も大きい「原子炉補助

建屋のうち基礎マット（海水管室）」を評価点として選定した。 

 

添付１ 環境測定 使用機器 

添付２ 環境測定 測定位置図 

添付３ 環境条件による影響度 

添付４ 特別点検結果（中性化深さ） 
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環境測定 使用機器 

 

測定場所 測定項目 使用機器 

構内各所 

温度 
温湿度計 

湿度 

二酸化炭素濃度 二酸化炭素検知管 

 

  

添付１ 
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環境条件による影響度 

構造物 対象の部位 
環境条件に 

よる影響度※１,２ 
備考 

原子炉格納施設等 

外部遮蔽壁 0.339 補正実施※３ 

内部コンクリート 0.336 補正実施※３ 

基礎マット 0.300 補正実施※３ 

原子炉補助建屋 

外壁 0.076  

内壁及び床 0.387 補正実施※３ 

使用済み燃料プール 0.304  

基礎マット 0.176  

タービン建屋 
内壁及び床 0.227 補正実施※３ 

基礎マット 0.154  

安全機能を有する系統及び機器又

は常設重大事故等対処施設設備に

属する機器を支持する構造物 

タービン架台 0.292 補正実施※３ 

測定期間：２０２０年１０月～２０２１年９月 

※1 対象構造物毎に影響度が最も大きくなったものを示す。 

※2 森永式における環境条件による係数（下記赤下線部）から算出 

※3 環境条件による影響度の算出に用いている環境データは、運転時の温度上昇などを踏

まえた補正を実施 

「高浜発電所３号炉 特別点検（コンクリート構造物）補足説明資料 別紙５」を参照 

 

 

  

𝑥 ൌ √𝐶 ∙ ሺ1.391െ 0.017 ∙ 𝑅𝐻 ൅ 0.022𝑇ሻ ∙
1

√5
∙ 2.44 ∙ 𝑅 ∙ ሺ4.6 ∙ 𝑤/𝑐/100െ 1.76ሻ ∙ √𝑡 

添付３ 
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特別点検結果（中性化深さ） 

 

対象のコンクリート構造物 対象の部位 

点検結果 

備考 平均中性化 

深さ(mm)
 ※１ 

点検実施日 

原子炉格納施設等 外部遮蔽壁 1.1 2022年4月18日  

内部コンクリート 1.0 2022年4月18日  

基礎マット 1.0 2022年10月3日  

原子炉補助建屋 外壁 1.0 2022年2月15日  

内壁及び床 2.6 2021年12月9日  

使用済み燃料プール 1.1 2021年11月18日  

基礎マット 23.8 2022年2月15日  

タービン建屋 内壁及び床 22.5 2022年1月13日  

基礎マット 13.3 2022年1月13日  

取水構造物 海中帯 4.9 2022年3月16日  

干満帯 7.7 2022年3月19日  

気中帯 4.9 2022年1月10日  

安全機能を有する系統及

び機器又は常設重大事故

等対処設備に属する機器

を支持する構造物 

原子炉格納施設内 上記「原子炉格納施設

等」に含む 

   

原子炉補助建屋内 上記「原子炉補助建

屋」に含む 

   

タービン建屋内 

(タービン架台を含む) 
タービン架台 8.4 2022年3月8日 

 

上記以外の構造物(安全機能を有する構造物又は常設

重大事故等対処設備に属する構造物・安全機能を有

する系統及び機器又は常設重大事故等対処設備に属

する機器を支持する構造物に限る。) 

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電用

燃料油ﾀﾝｸ基礎 

(配管ﾄﾚﾝﾁ含む) 

5.2 2022年1月9日  

復水タンク基礎 3.0 2021年12月15日  

※1：採取孔３箇所の平均値 

 

添付４ 
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タイトル 

 

中性化深さの推定値の算定過程および結果について 

 

 

説 明 

 

調査時点および運転開始後６０年経過時点の中性化深さの推定値の算定

過程（推定式、条件、パラメータ）および結果を以下に示す。 

１．推定式、条件、パラメータ 

次の中性化深さを推定する速度式を用いて評価を実施した。推定式

の詳細、条件およびパラメータは、添付１「中性化深さの推定値の算

定過程および結果」に示すとおり。 

〈中性化深さを推定する速度式〉 

・岸谷式 

・森永式 

・中性化深さの実測値に基づく√t式 

なお、原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）および取水構

造物（１・２号炉）（気中帯）を除き、高浜３号炉ではコンクリート

の材料（混和材）としてフライアッシュを使用していることから、適

用性を考慮し、環境条件の影響を適切に考慮できる森永式および実測

値に基づく√t式を用いている。 

２．実測値 

特別点検における中性化深さの実測値を添付２に示す。 

３．結果 

中性化深さの推定値の算定結果を、以下に示す。 

運転開始後６０年経過時点の中性化深さの推定値が、鉄筋が腐食し

始めるときの中性化深さを下回っていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙９ 
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 調査時点の中性化深さ ３号炉運転開始

後６０年経過時

点の中性化深さ

の推定値（cm） 

（推定式） 

鉄筋が腐食 

し始める時の 

中性化深さ 

（cm） 

経過 

年数 

実測値 

（cm） 

推定値 

（cm） 

（推定式） 

原子炉補助建屋 

（基礎マット） 
３７年 ２．４ 

１．４ 

（森永式） 

３．１＊４ 

（√t式） 
６．０ 

原子炉補助建屋 

（内壁及び床） 
３６年 ０．３ 

３．２ 

（森永式） 

４．０＊４ 

（森永式） 
６．０ 

取水構造物 

（気中帯） 
３７年 ０．５ 

０．６ 

（森永式） 

０．７＊４ 

（√t式） 
８．５ 

原子炉補助建屋

（１・２号炉） 

（基礎マット） 

３０年＊１ ３．５ 
４．４＊３ 

（岸谷式） 

５．８＊５＊６ 

（岸谷式） 
１０．０ 

取水構造物 

（１・２号炉） 

（気中帯） 

３０年＊２ ０．４ 
２．３＊３ 

（岸谷式） 

３．０＊５＊７ 

（岸谷式） 
８．５ 

＊１：３号炉運転開始後の経過年数を示す。１号炉運転開始後の経過年数は４０年。 

＊２：３号炉運転開始後の経過年数を示す。１号炉運転開始後の経過年数は３９年。 

＊３：岸谷式および森永式による評価結果のうち最大値を記載 

＊４：森永式および実測値に基づく√ｔ式による評価結果のうち最大値を記載 

＊５：岸谷式、森永式および実測値に基づく√ｔ式による評価結果のうち最大値を記載 

＊６：１号炉運転開始後の経過年数は７１年。  

＊７：２号炉運転開始後の経過年数は７０年。 

 

 

添付１ 中性化深さの推定値の算定過程および結果 

添付２ 中性化深さの実測値 
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中性化深さの推定値の算定過程および結果 

 

１．森永式 

 

 
２．中性化深さの実測値に基づく√t式 

 

 

３．岸谷式 

 

 

原子炉補助建屋
（基礎マット）

原子炉補助建屋
（内壁及び床）

取水構造物
（気中帯）

原子炉補助建屋

（１・２号炉）

（基礎マット）

取水構造物

（１・２号炉）

（気中帯）

屋内仕上無 屋内仕上無 屋外仕上無 屋内仕上無 屋外仕上無

Ｗ／Ｃ：水セメント比（％） 51.0 52.0 48.0 59.0 53.0

Ｒ：仕上材の中性化率 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 打ち放し仕上げ：1.0

二酸化炭素濃度（％） 0.042 0.045 0.041 0.057 0.040

原子炉補助建屋（基礎マット）：実測値

原子炉補助建屋（内壁及び床）：実測値

取水構造物（気中帯）：気象庁（綾里）の観測（2019年の年平均）

原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）：実測値

取水構造物（１・２号炉）（気中帯）：気象庁（綾里）の観測（2013年の年平均）

Ｔ：温度（℃） 21.6 36.1 16.0 29.8 14.5

原子炉補助建屋（基礎マット）：実測値

原子炉補助建屋（内壁及び床）：実測値

取水構造物（気中帯）：発電所構内の湿度の観測値（2005年1月～2021年12月の17ヵ年平均）

原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）：実測値

取水構造構造物（１・２号炉）（気中帯）：気象庁（舞鶴）の観測値（共用期間平均）

ＲＨ：湿度（％） 59.0 20.9 75.9 57.9 77.0

原子炉補助建屋（基礎マット）：実測値

原子炉補助建屋（内壁及び床）：実測値

取水構造物（気中帯）：発電所構内の湿度の観測値（2005年1月～2021年12月の17ヵ年平均）

原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）：実測値

取水構造物（１・２号炉）（気中帯）：気象庁（舞鶴）の観測値（共用期間平均）

運転開始後37年
※

経過
時点の推定値（cm）

1.4 3.2 0.6 3.2 0.8
※ 原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）及び取水構造物（１・２号炉）（気中帯）につ

いては、運転開始後３０年経過時点の推定値。

運転開始後60年経過
時点の推定値（cm）

1.7 4.0 0.7 4.3 1.0

備考

原子炉補助建屋
（基礎マット）

原子炉補助建屋
（内壁及び床）

取水構造物
（気中帯）

原子炉補助建屋

（１・２号炉）

（基礎マット）

取水構造物

（１・２号炉）

（気中帯）

屋内仕上無 屋内仕上無 屋外仕上無 屋内仕上無 屋外仕上無

中性化深さの実測値（cm） 2.4 0.3 0.5 3.4 0.4

運転開始後60年経過時点
の中性化深さ推定値（cm）

3.1 0.4 0.7 4.6 0.5

備考

原子炉補助建屋

（１・２号炉）

（基礎マット）

取水構造物

（１・２号炉）

（気中帯）

屋内仕上無 屋外仕上無

Ｗ／Ｃ：水セメント比（％） 59.0 53.0

α：劣化外力係数 1.37 1.00
原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）：実測値に基づく補正値

取水構造物（１・２号炉）（気中帯）：1.00

β：仕上げ材による係数 1.0 1.0 仕上げなし：1.0

γ：セメントによる係数 1.4 1.4 フライアッシュセメント：1.4

運転開始後29年経過
時点の推定値（cm）

4.4 2.3

運転開始後60年経過
時点の推定値（cm）

5.8 3.0

備考

x ൌ ඨ
C
5
∙ 2.44 ∙ R ∙ ሺ1.391െ 0.017 ∙ RH൅ 0.022 ∙ Tሻ ∙ ሺ4.6 ∙w/c/100െ 1.76ሻ ∙ √t 森永式 

x：中性化深さሺmmሻ 
R：中性化比率 
w/c：水セメント比（%） 
t：材齢（日） 

c：二酸化炭素濃度（%） 
RH：相対湿度（%） 
T：温度（℃） 

x ൌ A ∙ √t √t式 
x：中性化深さሺmmሻ 
t：中性化期間（年） 
A：中性化速度係数（中性化深さの実測値と中性化期間により算出） 

t ൌ
7.2

𝑅ଶ･ሺ4.6･wെ 1.76ሻଶ
∙ 𝑥ଶ 岸谷式 

t：深さ xまで中性化する期間ሺ年ሻ 
x：中性化深さሺmmሻ 
w：水セメント比（%） 

R：中性化比率（Rൌα×β×γ） 
α：劣化外力の区分による係数 
β：仕上げ材による係数 
γ：セメントによる係数 

：中性化深さの推定に必要なパラメータ 
：推定結果 

添付１ 
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岸谷式の原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）に用いた劣化外力係数の算出

にあたっては、岸谷式の根拠となっている屋外二酸化炭素濃度データは「高耐久性鉄筋

コンクリート造設計施工指針（案）・同解説（日本建築学会）」を参照し、最低値であ

る 300ppm を基準として、当該部位での二酸化炭素濃度の実測値を 300ppm で除した値の

平方根で算出した。 

 

・原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット） 

劣化外力係数α＝√（Ｃ／Ｃ０）＝1.37 

 

Ｃ０：屋外二酸化炭素濃度データの最低値（300ppm） 

Ｃ ：原子炉補助建屋（１・２号炉）（基礎マット）における二酸化炭素濃度の 

実測値（567ppm） 
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中性化深さの実測値 

 

中性化深さの実測値は測定点近傍の３箇所の測定値を平均して算出している。 

 

 
 測定値１ 

（cm） 

測定値２ 

（cm） 

測定値３ 

（cm） 

実測値（平均値） 

（cm） 

原子炉補助建屋 

（基礎マット） 
２．１ ２．３ ２．８ ２．４ 

原子炉補助建屋 

（内壁及び床） 
０．４ ０．３ ０．２ ０．３ 

取水構造物 

（気中帯） 
０．５ ０．３ ０．８ ０．５ 

原子炉補助建屋

（１・２号炉） 

（基礎マット） 

３．６ ３．５ ３．３ ３．５ 

取水構造物 

（１・２号炉） 

（気中帯） 

０．５ ０．４ ０．３ ０．４ 

 

 

 

 

 

 

 

添付２ 
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タイトル 

 

塩分浸透の評価対象および評価点の選定過程について 

 

 

説 明 

 

塩分浸透の代表構造物の取水構造物について、高経年化技術評価審査

マニュアル（JNES-RE-2013-9012）に基づき、環境条件が異なる気中

帯、干満帯および海中帯をそれぞれ評価点として選定した。 

なお、最高潮位および最低潮位は、高浜発電所内において、2005年1

月から2021年12月の17年間で観測を実施したデータにより設定してい

る。観測を実施したデータについては、高浜発電所のＯＰＭＳ（運転状

態管理システム）において記録している値である。 

それぞれの評価点については、以下に示すとおりであり、2005年1月

～2021年12月の期間の潮位変化を添付１に示す。 

 

気中帯：最高潮位 T.P.+0.42mを超える位置 

干満帯：最高潮位 T.P.+0.42m以下、最低潮位 T.P.-2.00m以上の位置 

海中帯：最低潮位 T.P.-2.00m未満の位置 

 

 

添付１ 2005年1月～2021年12月までの潮位変化 

 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１０ 
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タイトル 

 

塩化物イオン濃度の測定位置、測定方法、測定結果について 

 

 

説 明 

 

塩化物イオン濃度の測定位置、測定方法、測定結果を以下に示す。 

 

１．測定位置 

添付１「塩化物イオン濃度の測定位置図」に示すとおり。 

なお、干満帯は、潮が干満を繰り返す領域ではあるが、潮位の傾向が

低い時期（季節）では干満帯に位置するコンクリート表面は海水面より

上に長時間現れていることが多い状況であることから、海水の飛沫を受

けてコンクリート表面が乾湿を繰り返している環境である。 

（詳細は、添付２「海水の飛沫環境を対象とした場合の塩化物イオンの

浸透（塩分浸透）の整理」参照） 

 

２．測定方法 

  JIS A 1154「硬化コンクリート中に含まれる塩化物イオンの試験方

法」による。 

 

３．測定結果 

  添付３「塩化物イオン濃度および量の測定結果」に示すとおり。 

 

 

 

 

 

 

添付１ 塩化物イオン濃度の測定位置図 

添付２ 海水の飛沫環境を対象とした場合の塩化物イオンの浸透（塩分 

浸透）の整理 

添付３ 塩化物イオン濃度および量の測定結果 

 

 

別紙１１ 
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表１１－１および図１１－１に示すとおり、「気中帯」である頂版は最高潮位

(T.P.+0.42m)から 1.13m 高い位置ではあるが、外気環境であるため潮風による飛沫塩

分を受けてコンクリート表面が乾湿を繰り返している環境である。 

また、「干満帯」については、1月～6月の潮位傾向が 7月～12 月の潮位傾向よりも

各年で同様に低い傾向であることから、干満帯に位置するコンクリート表面は海水面

より上に長時間現れていることが多い状況であり、海水の飛沫を受けてコンクリート

表面が乾湿を繰り返している環境である。なお、海面は取水構造物内の天井

(T.P.+0.05m)を超えることもあり、波浪の跳ね返りによって海水の飛沫を多く受けて

いる環境であると考える。 

   一方、7月～12 月の潮位傾向は、1月～6月の潮位傾向よりも各年で同様に比較的高

く、干満帯に位置するコンクリート表面は干満の影響を繰り返し受けることによりほ

ぼ飽和状態にあると考えられる。 

以上から、「干満帯」は、時期（季節）によっては海水の飛沫を受けてコンクリート

表面が乾湿を繰り返している環境である。 

 

 

②海水の飛沫環境を対象とした場合の塩化物イオンの浸透（塩分浸透）について 

   表１１－２に、「気中帯」および「干満帯」の海水の飛沫環境における塩化物イオン

の浸透（塩分浸透）の状況を示す。 

なお、塩化物イオンの浸透は、コンクリートの乾湿の繰り返しによる水の移動（移流）

が関係すること、および特に海洋環境では、乾湿の繰り返しの影響が大きい飛沫帯のよ

うに、常に海水に接してはいないが乾湿が繰り返し起きるとコンクリート表層部分に

塩化物イオンが浸透しやすいと、コンクリート診断技術（公益社団法人 日本コンクリ

ート工学会）に示されている。 

 

 表１１－２ 「気中帯」および「干満帯」の塩化物イオンの浸透（塩分浸透）の状況 

 海水の飛沫を受けるエリア 

気中帯 干満帯 

海水の飛

沫環境 

潮風のみによる飛沫塩分を受

ける環境。 

時期（季節）によっては、コンクリート表面が海面より上に長時

間現れていることが多い状況であり、また波浪が取水構造物内で跳

ね返ることにより、海水の飛沫を多く受ける環境。 

塩化物イ

オンの浸

透（塩分

浸透）の

状況 

供給される塩化物イオン量

は、海水の飛沫の影響に左右さ

れるが、飛沫した海水の他に雨

水によるコンクリート表面の乾

湿繰り返しによって、コンクリ

ートの水分が移動(移流)して塩

化物イオンが浸透する。 

供給される塩化物イオン量は、気中帯と同様に海水の飛沫の影響

により左右されるが、左記の気中帯と比べて海水の飛沫量は多い環

境である。 

また、海水の飛沫によるコンクリート表面の乾湿繰り返しによっ

て、コンクリートの水分が移動(移流)して塩化物イオンが浸透す

る。 

一方、海中帯は常時海水に浸かっている環境でありコンクリート

表面の乾湿繰り返しはされない環境である。 

このことから、海水の飛沫を受ける環境である干満帯は、気中帯

および海中帯より多く塩化物イオンがコンクリート表層に浸透し易

い環境である。 

 

   以上の環境を考慮し、別紙１２で示す「塩分浸透における鉄筋の腐食減量の算定」に

おいて鉄筋の腐食減量の推定値を算定する。 

 

添付２（２／２） 
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塩化物イオン濃度および量の測定結果※ 

 

※塩化物イオン濃度の測定結果のグラフ表示については、別紙１２のうち添付２「拡散方

程式の回帰分析と鉄筋腐食減量の算定について」に示す。 
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タイトル 

 

塩分浸透における鉄筋の腐食減量の算定過程および結果について 

 

 

説 明 

 

鉄筋の腐食減量の算定過程（方法、条件、パラメータ）および結果を以

下に示す。 

 

１．方法 

（１）拡散方程式により、コンクリート表面からの塩化物イオンの浸

透を予測 

（２）上記塩化物イオンの浸透予測をもとに、森永式から、鉄筋腐食

減量の経年値とコンクリートひび割れ時点の鉄筋腐食減量を算

定し、両者を比較 

 

 

２．条件およびパラメータ 

評価対象（気中帯、干満帯、海中帯）の条件およびパラメータをそれ

ぞれ、添付１「塩分浸透による鉄筋の腐食減量の推定値算定の過程およ

び結果」および添付２「拡散方程式の回帰分析と鉄筋腐食減量の算定に

ついて」に示す。 

  なお、干満帯は、潮が干満を繰り返す領域ではあるが、潮位の傾向が

低い時期（季節）では干満帯に位置するコンクリート表面は海水面より

上に長時間現れていることが多い状況であることから、海水の飛沫を受

けてコンクリート表面が乾湿を繰り返している環境である。 

このことから、添付１における干満帯の推定値算出に必要なパラメー

タのうち酸素濃度については、コンクリート表面の乾湿の繰り返しの程

度を考慮して気中帯と同様の外気環境に曝される状態であると想定して

設定をした。 

（詳細は、別紙１１添付２「海水の飛沫環境を対象とした場合の塩化物

イオンの浸透（塩分浸透）の整理」参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１２ 
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３．結果 

運転開始６０年時点の鉄筋腐食減量が、かぶりコンクリートにひび割

れが発生する時点の鉄筋腐食減量を下回っていることを確認した。 

鉄筋の腐食減量の算定結果は、以下に示す。 

なお、「調査時点、運転開始後６０年経過時点およびひび割れが発生

する時点の前後５年の鉄筋の腐食減量」については、添付２に示す。 

 

表１２-１ 評価結果 

対象の部位 

鉄筋の腐食減量 

（×10-4g/cm2） 

調査時点 

３号炉運転 

開始後６０年

経過時点 

かぶりコンクリー

トにひび割れが 

発生する時点※1 

取水構造物 

（気中帯） 
３．２ ６．０ ９０．１ 

取水構造物 

（干満帯）※2 
７．０ １１．０ ８８．１ 

取水構造物 

（海中帯） 
０．０ ０．０ ８８．１ 

取水構造物 

（１・２号炉） 

（気中帯） 

１０．７ ２６．６※4 ９０．１ 

取水構造物 

（１・２号炉） 

（干満帯）※2 

１１．４ ２１．６※3 ９０．１ 

取水構造物 

（１・２号炉） 

（海中帯） 

７．２ １９．３※3 ９０．１ 

   
※1かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量 

 推定値（QCR） 

  ※2別紙１１のうち添付２の考察により、気中帯と同様の酸素濃度とし

推定値を算定。 
※3１号炉運転開始後の経過年数は７１年。 
※4２号炉運転開始後の経過年数は７０年。 

 

 

 

 

添付１ 塩分浸透による鉄筋の腐食減量の推定値算定の過程および結果 

添付２ 拡散方程式の回帰分析と鉄筋腐食減量の算定について 
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鉄筋の腐食減量の算定に用いる諸元とその結果を表１２-２に示す。 

 

表１２-２ 算定に用いる諸元と評価結果（1/2） 

 

気中帯 干満帯 海中帯

0～120 0～120 0～120

t：共用年数（年） 37 37 37 塩分浸透の点検実施時点

％ 0.01～0.33 0.01～0.15 0.01～0.18

kg/m3 0.32～7.70 0.26～3.54 0.24～4.34

％ 0.404 0.226 0.232

kg/m3 9.50 5.37 5.47

36.4 29.8 26.0 拡散方程式の回帰分析により算出

％ 0.00～0.08 0.00～0.03 0.00～0.03

kg/m3 0.00～1.86 0.00～0.77 0.00～0.64

85.5 87.5 87.5

29 25 25

169 169 169

48 48 48

16.0 18.7 18.7
気中帯：発電所構内の温度の観測値（2005年1月～2021年12月の17ヵ年平均）

干満帯・海中帯：発電所構内の海水温度の観測値（2005年1月～2021年12月の17ヵ年平均）

75.9 100 100
気中帯：発電所構内の湿度の観測値（2005年1月～2021年12月の17ヵ年平均）

干満帯・海中帯：海水の接触により100%とする

21 21 0.6
気中帯：理科年表

干満帯：別紙１２のうち添付２の考察により、気中帯と同様のパラメータとした。

海中帯：森永氏の鉄筋腐食に関する研究論文引用

0.00～1.81 0.00～0.75 0.00～0.63 運転開始から60年経過時点までの各年の推定値

3.2 7.0 0.0

6.0 11.0 0.0

90.1 88.1 88.1

：(1)の予測結果

：(2)森永式により、鉄筋の腐食減量の評価を実施するのに必要なパラメータ

：(2)の推定結果

拡散方程式
C(x,t)： 距離x（mm）、共用期間t（年）において測定された塩化物イオン濃度および量（％）

C 0： コンクリート表面の塩化物イオン濃度（％）

erf： 誤差関数

x： 暴露面から塩化物イオン濃度を測定した箇所までの距離（mm）

D： コンクリート中の塩化物イオンの見かけの拡散係数(mm
2
/年）

t： 材齢（年）

森永式

q： 鉄筋の腐食速度(×10
-4
g/cm

2
/年）

q1： 塩分環境下での腐食速度(×10
-4
g/cm

2
/年）

q2： 寿命予測対象部位で、塩分環境下での腐食速度(×10
-4
g/cm

2
/年）

q2'：

Q CR：

d： 鉄筋径(mm)

c： かぶり厚さ(mm）

N： 練り混ぜ水に対する塩分濃度(%)

W/C： 水セメント比(比）

T： 温度（℃）

H： 湿度に関する項　　H=(RH-45)/100

RH： 相対湿度（%）

O： 酸素濃度（比）

Q37：調査時点(37年経過)の鉄筋の腐食減量

      （×10-4g/cm2)

Q60：運転開始後60年経過時点の鉄筋の

　     腐食減量（×10-4g/cm2)

QCR：かぶりコンクリートにひび割れが発生する

　　　時点の鉄筋の腐食減量 推定値（×10-4g/cm2)

d：鉄筋径（ｍm）

W：単位水量（kg/m3）

W/C：水セメント比（比）

T：温度（℃）

RH：相対湿度（％）

O：酸素濃度（比）

拡散方程式の回帰分析により算出

塩化物イオン量（kg/m
3
）=単位容積質量（kg/m

3
）×塩化物イオン濃度（%）/100

D：コンクリート中の塩化物イオンの見かけ上の

　　拡散係数（mm2／年）

Cl：鉄筋位置における塩化物イオン濃度および量
　　（推定値）

運転開始から60年経過時点までの各年の推定値

c：かぶり厚さ（ｍm）

N：練り混ぜ水の塩分濃度（％）

かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の腐食減量

（×10
-4
g/cm

2
）

取水構造物

備考

：(1)拡散方程式により、
　コンクリート表面からの塩化物イオンの浸透を予測するの必要なパラメータ

寿命予想対象部位で、
標準環境下（温度15℃、湿度69%、酸素濃度20%）での腐食速度

(×10
-4
g/cm

2
/年）

C(x,t)：距離x（mm）、共用期間t（年）において測定
　　　　 された塩化物イオン濃度および量

気中帯：塩分浸透の点検結果

干満帯：塩分浸透の点検結果

海中帯：塩分浸透の点検結果

x：暴露面から塩化物イオン濃度を測定した箇所までの
　 距離（mm）

Co：コンクリート表面の塩化物イオン濃度および量

  dtexerf
tx

2

0

2





    
 

22

21 95.6797.4460.751.0 C
WNC

WN
c

d
q


2

2
1

q

qqq ・

TOTHNOHTq 51.014.099.087.2289.605.059.22 

ONHNHOTN 32.736.381.6001.0 

Nq 4304.156528.02 

QCR ＝ 0.602（1＋2c /d）0.85×d

𝐶 𝑥, 𝑡 ൌ 𝐶଴ 1 െ 𝑒𝑟𝑓
𝑥

2 𝐷 · 𝑡

塩分浸透による鉄筋の腐食減量の推定値算定の過程および結果 

添付１ 
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表１２-２ 算定に用いる諸元と評価結果（2/2） 

 
 

  

気中帯 干満帯 海中帯

0～120 0～120 0～120

t：共用年数（年） 30
※2

30
※1

30
※1

塩分浸透の点検実施時点

※1：３号炉運転開始後の経過年数を示す。１号炉運転開始後の経過年数は４０年。

※2：３号炉運転開始後の経過年数を示す。２号炉運転開始後の経過年数は３９年。

％ 0.15～0.38 0.03～0.12 0.27～0.81

kg/m3 3.60～9.12 0.72～2.88 6.53～19.54

％ 0.599 0.132 0.831

kg/m3 14.38 3.17 19.94

120.2 115.4 133.9 拡散方程式の回帰分析により算出

％ 0.00～0.31 0.00～0.07 0.00～0.45

kg/m3 0.00～7.33 0.00～1.60 0.00～10.67

85.5 85.5 85.5

29 29 29

142 142 142

53 53 53

14.5 18.7 18.7
気中帯：気象庁（舞鶴）の観測値（1975～2014年の39ヵ年平均）

干満帯・海中帯：発電所構内の海水温度の測定記録（2005～2014年の10ヵ年平均）

非常用海水路：発電所構内の海水温度の測定記録（2005～2014年の10ヵ年平均）

78 100 100
気中帯：気象庁（舞鶴）の観測値（2014年）

干満帯・海中帯：海水の接触により100%とする

21 21 0.6
気中帯：理科年表

干満帯：別紙１２のうち添付２の考察により、気中帯と同様のパラメータとした。

海中帯：森永氏の鉄筋腐食に関する研究論文引用

0.00～8.52 0.00～1.86 0.00～12.40 １号炉または２号炉運転開始から３号炉運転開始後60年経過時点までの各年の推定値

10.7 11.4 7.2

26.6 21.6 19.3

90.1 90.1 90.1

：(1)の予測結果

：(2)森永式により、鉄筋の腐食減量の評価を実施するのに必要なパラメータ

：(2)の推定結果

拡散方程式
C(x,t)： 距離x（mm）、共用期間t（年）において測定された塩化物イオン濃度および量（％）

C 0： コンクリート表面の塩化物イオン濃度（％）

erf： 誤差関数

x： 暴露面から塩化物イオン濃度を測定した箇所までの距離（mm）

D： コンクリート中の塩化物イオンの見かけの拡散係数(mm
2
/年）

t： 材齢（年）

森永式

q： 鉄筋の腐食速度(×10
-4
g/cm

2
/年）

q1： 塩分環境下での腐食速度(×10
-4
g/cm

2
/年）

q2： 寿命予測対象部位で、塩分環境下での腐食速度(×10
-4
g/cm

2
/年）

q2'：

Q CR：

d： 鉄筋径(mm)

c： かぶり厚さ(mm）

N： 練り混ぜ水に対する塩分濃度(%)

W/C： 水セメント比(比）

T： 温度（℃）

H： 湿度に関する項　　H=(RH-45)/100

RH： 相対湿度（%）

O： 酸素濃度（比）

かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の腐食減量

（×10
-4
g/cm

2
）

N：練り混ぜ水の塩分濃度（％）

Q29：調査時点(29年経過)の鉄筋の腐食減量

      （×10-4g/cm2)

Q60：３号炉運転開始後60年経過時点の鉄筋の

　     腐食減量（×10-4g/cm2)

QCR：かぶりコンクリートにひび割れが発生する

　　　時点の鉄筋の腐食減量 推定値（×10-4g/cm2)

：(1)拡散方程式により、
　コンクリート表面からの塩化物イオンの浸透を予測するの必要なパラメータ

寿命予想対象部位で、
標準環境下（温度15℃、湿度69%、酸素濃度20%）での腐食速度

(×10
-4
g/cm

2
/年）

d：鉄筋径（ｍm）

W：単位水量（kg/m3）

W/C：水セメント比（比）

T：温度（℃）

RH：相対湿度（％）

O：酸素濃度（比）

Co：コンクリート表面の塩化物イオン濃度および量
拡散方程式の回帰分析により算出

塩化物イオン量（kg/m
3
）=単位容積質量（kg/m

3
）×塩化物イオン濃度（%）/100

D：コンクリート中の塩化物イオンの見かけ上の

　　拡散係数（mm2／年）

Cl：鉄筋位置における塩化物イオン濃度および量
　　（推定値）

１号炉または２号炉運転開始から３号炉運転開始後60年経過時点までの各年の推定値

c：かぶり厚さ（ｍm）

取水構造物（１・２号炉）

備考

x：暴露面から塩化物イオン濃度を測定した箇所までの
　 距離（mm）

C(x,t)：距離x（mm）、共用期間t（年）において測定
　　　　 された塩化物イオン濃度および量

気中帯：塩分浸透の点検結果

干満帯：塩分浸透の点検結果

海中帯：塩分浸透の点検結果

  dtexerf
tx

2

0

2





    
 

22

21 95.6797.4460.751.0 C
WNC

WN
c

d
q


2

2
1

q

qqq ・

TOTHNOHTq 51.014.099.087.2289.605.059.22 

ONHNHOTN 32.736.381.6001.0 

Nq 4304.156528.02 

QCR ＝ 0.602（1＋2c /d）0.85×d

𝐶 𝑥, 𝑡 ൌ 𝐶଴ 1 െ 𝑒𝑟𝑓
𝑥

2 𝐷 · 𝑡
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拡散方程式の回帰分析と鉄筋腐食減量の算定について 

 

鉄筋の腐食減量を評価するには、まず、塩化物イオン濃度（コア測定）の回帰分析から

拡散方程式（コンクリート中の塩化物イオンの見かけの拡散係数（Ｄ）およびコンクリー

ト表面の塩化物イオン濃度（Ｃｏ））を求め、それを森永式に展開することから評価され

る。ここでは、拡散方程式の回帰分析（最小二乗法）と、それを踏まえた鉄筋の腐食減量

について示す。  

 

（１） 拡散方程式の回帰分析 

塩化物イオン濃度は、気中帯、干満帯および海中帯のそれぞれに対して、３箇所（No.1、

No.2、No.3）のコア採取により測定している。測定位置および測定結果は、「別紙１１添

付１ 塩化物イオン濃度の測定位置図」および「別紙１１添付３ 塩化物イオン濃度およ

び量の測定結果」に示す。 

  拡散方程式（Ｄ、Ｃｏ）は、気中帯、干満帯および海中帯のそれぞれに対して、測定さ

れた塩化物イオン濃度を回帰分析することで評価する。 

評価はコア（No.1、No.2、No.3）の平均値を用いる場合と、コア（No.1、No.2、No.3）

の単独値を用いる場合の双方について実施した。 

回帰分析に当たっては、土木学会規準（案）※に示された「隣接する前後の深さ位置で

の測定結果と著しく異なる結果についても、回帰分析用のデータから除外するほうがよ

い。」との記載を参考に、除外する測定結果を選定している。 

また、土木学会規準（案）に示された中性化の影響の可能性を考慮し、コンクリート表

面に近い領域（0～20mm）の測定値を用いる場合と用いない場合の検討を実施した。 

以上の通り検討し、最も影響の大きい回帰分析結果を図１２-１に示す。 

 

  

添付２ 

※：土木学会規準「実構造物におけるコンクリート中の全塩化物イオン分布の測定方法（案）（JSCE-G 573-

2018）」（以下、土木学会規準（案）と言う。） 

 



-12-6- 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、回帰分析において初期含有全塩化物イオン濃度（Ｃｉ）は、土木学会規準（案）

で「初期含有全塩化物イオン濃度が不明な場合には、十分に深く構造物表面からの塩分浸

透の影響を受けていないと考えられる位置から採取された試料の全塩化物イオン濃度で

代用する。」とされており、深い位置での塩化物イオン濃度測定結果が概ね０であること

から、Ci=0としている。 

  

【グラフにプロットしている測定結果】  

 

0～20mm 20～40mm 40～60mm 60～80mm 80～100mm 100～120mm

％ 0.33 0.26 0.13 0.07 0.02 0.01

kg/m3 7.70 6.08 3.00 1.60 0.47 0.32

％ 0.15 0.12 0.06 0.03 0.02 0.01

kg/m3 3.54 2.87 1.40 0.72 0.40 0.26

％ 0.18 0.12 0.06 0.02 0.01 0.01

kg/m3 4.34 2.73 1.35 0.57 0.27 0.24

単位
塩化物イオン濃度（％）および量（kg/m3）試料

番号

気中帯

干満帯

海中帯

No.3

No.3

No.3

図１２-１ 拡散方程式の回帰分析結

D

※1単位容積質量から換算した値

コンクリート中の塩化物イオンの見かけの拡散係数
（コンクリート表面の塩化物イオン量※1）

コンクリート表面の塩化物イオン濃度
Co
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● ：塩化物イオン濃度測定結果

：回帰分析に用いない塩化物イオン濃度測定結果（土木学会規準）

：回帰分析結果
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（２）鉄筋の腐食減量 

１）評価結果 

上記、拡散方程式の回帰分析で求めたコンクリート中の塩化物イオンの見かけの拡

散係数（Ｄ）およびコンクリート表面の塩化物イオン濃度（Ｃｏ）を森永式に展開し、

鉄筋の腐食減量（気中帯、干満帯、海中帯）を算定した。「調査時点」、「運転開始後

６０年経過時点」および「かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点」のそれぞれ

の算定結果を比較して採用した結果を表１２-３に示す。 

運転開始６０年時点の鉄筋の腐食減量が、かぶりコンクリートにひび割れが発生す

る時点の鉄筋腐食減量（気中帯：90.1×10-4g/cm2、干満帯・海中帯：88.1×10-4g/cm2）

を下回っていることを確認した。 

なお、上記結果（気中帯、干満帯、海中帯）は、３本のコア単独の測定値を用いた場

合、およびその平均値を用いた場合のそれぞれにおいて中性化の影響有無を考慮した

結果、最も影響の大きいケースである。その選定過程については後述する。 

 

表１２-３ 鉄筋の腐食減量の結果 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 0～20mmの塩化物イオン濃度のデータを用いる場合での鉄筋の腐食減量（ケース：②－３） 

※2 0～20mmの塩化物イオン濃度のデータを用いない場合での鉄筋の腐食減量（ケース：①－３） 

※3 0～20mmの塩化物イオン濃度のデータを用いない場合での鉄筋の腐食減量（ケース：①－３） 

※4 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点 

 

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

32 2.7 32 6.2 32 0.0
33 2.8 33 6.3 33 0.0
34 2.9 34 6.5 34 0.0
35 3.0 35 6.7 35 0.0
36 3.1 36 6.9 36 0.0

調査時点　37 3.2 調査時点　37 7.0 調査時点　37 0.0
38 3.3 38 7.2 38 0.0
39 3.4 39 7.4 39 0.0
40 3.6 40 7.5 40 0.0
41 3.7 41 7.7 41 0.0
42 3.8 42 7.9 42 0.0

55 5.3 55 10.1 55 0.0
56 5.5 56 10.3 56 0.0
57 5.6 57 10.5 57 0.0
58 5.7 58 10.6 58 0.0
59 5.8 59 10.8 59 0.0

運転開始後
60年経過時点

6.0
運転開始後

60年経過時点
11.0

運転開始後
60年経過時点

0.0

61 6.1 61 11.1 61 0.0
62 6.3 62 11.3 62 0.0
63 6.4 63 11.5 63 0.0
64 6.5 64 11.7 64 0.0
65 6.7 65 11.8 65 0.0

410 88.6 396 86.7 1393 87.7
411 88.9 397 86.9 1394 87.8
412 89.2 398 87.2 1395 87.9
413 89.5 399 87.4 1396 88.0
414 89.8 400 87.7 1397 88.1

415※4 90.0 401※4 87.9 1398※4 88.1

416 90.3 402 88.2 1399 88.2
417 90.6 403 88.5 1400 88.3
418 90.9 404 88.7 1401 88.4
419 91.2 405 89.0 1402 88.5
420 91.5 406 89.2 1403 88.5

気中帯※1 干満帯※2 海中帯※3

データ：No.3コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果
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 ２）影響の大きいケースの選定 

①気中帯について 

回帰分析は、前述したようにコア（No.1、No.2、No.3）の平均値を用いる場合と、

コア（No.1、No.2、No.3）の単独値を用いる場合の双方について実施している。 

    気中帯は、コンクリートが空気に曝される状況下にあり、中性化の作用を受けてい

る可能性があることから、土木学会規準（案）に示された「中性化した領域およびそ

こから1cm以内の深部で採取された試料から得られた結果は、回帰分析を行う際には

用いないほうがよい。（中略）同様に、隣接する前後の深さ位置での測定結果と著し

く異なる結果についても、回帰分析用のデータから除外するほうがよい。」を参考に、

気中帯の中性化深さ測定結果（0.5cm）＋1cmの領域を含む『0～20mmの塩化物イオン

濃度のデータ』を用いないで回帰分析を実施した。 

なお、『0～20mmの塩化物イオン濃度のデータ』を用いる場合での検討も実施し、

用いない場合と用いる場合の影響を検討して影響の大きな方を採用した。 

 

 

■コア（３箇所）の塩化物イオン濃度測定結果 

     塩化物イオンの測定結果を表１２-４に示す。赤字の測定結果が、中性化の影響

の可能性が考えられる領域のデータ（0～20mm）である。また、青字の測定結果に

ついては、回帰曲線を塩化物イオン濃度測定値にフィッティングさせるため回帰

分析には用いていないデータである。 

なお、回帰分析結果については割愛する。 

   

表１２-４ コアの塩化物イオン濃度測定値（気中帯：３箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■影響の大きいケースの選定 

      塩化物イオン濃度測定結果が鉄筋の腐食減量結果に及ぼす影響について、「調査

時点」、「運転開始後６０年経過時点」および「かぶりコンクリートにひび割れが

発生する時点」を比較して表１２-５～１２-６に示す。 

運転開始後経過６０年時点の鉄筋の腐食減量が最も大きい値は、②－３（0～

20mmのデータを用いる場合、No.3コアの測定結果）であったため、このケースを採

用した。 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

0～20mm 20～40mm 40～60mm 60～80mm 80～100mm 100～120mm

％ 0.30 0.17 0.10 0.04 0.02 0.01

kg/m3 7.07 3.95 2.37 0.88 0.55 0.24

％ 0.34 0.26 0.13 0.05 0.02 0.01

kg/m3 7.96 6.05 3.14 1.25 0.38 0.19

％ 0.33 0.26 0.13 0.07 0.02 0.01

kg/m3 7.70 6.08 3.00 1.60 0.47 0.32

％ 0.32 0.23 0.12 0.05 0.02 0.01

kg/m3 7.58 5.36 2.84 1.24 0.47 0.25

No.1

No.2

単位
試料
番号

塩化物イオン濃度（％）および量（kg/m3）

No.3

平均値
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表１２-５ 鉄筋の腐食減量の算定結果（気中帯） 

【0～20mmのデータを用いない場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

32 2.7 32 2.7 32 2.7 32 2.7
33 2.8 33 2.8 33 2.8 33 2.8
34 2.9 34 2.9 34 2.9 34 2.9
35 3.0 35 2.9 35 3.0 35 2.9
36 3.1 36 3.0 36 3.1 36 3.0

調査時点　37 3.2 調査時点　37 3.1 調査時点　37 3.1 調査時点　37 3.1
38 3.3 38 3.2 38 3.2 38 3.2
39 3.4 39 3.3 39 3.3 39 3.3
40 3.5 40 3.4 40 3.4 40 3.4
41 3.6 41 3.5 41 3.5 41 3.5
42 3.6 42 3.6 42 3.6 42 3.6

55 5.0 55 5.0 55 5.1 55 5.0
56 5.1 56 5.1 56 5.2 56 5.1
57 5.3 57 5.2 57 5.3 57 5.2
58 5.4 58 5.3 58 5.4 58 5.3
59 5.5 59 5.4 59 5.6 59 5.4

運転開始後
60年経過時点

5.6
運転開始後

60年経過時点
5.6

運転開始後
60年経過時点

5.7
運転開始後

60年経過時点
5.6

61 5.7 61 5.7 61 5.8 61 5.7
62 5.8 62 5.8 62 5.9 62 5.8
63 6.0 63 5.9 63 6.1 63 5.9
64 6.1 64 6.1 64 6.2 64 6.1
65 6.2 65 6.2 65 6.3 65 6.2

481 88.9 393 88.4 392 88.3 415 88.5
482 89.2 394 88.8 393 88.7 416 88.8
483 89.4 395 89.1 394 89.0 417 89.1
484 89.6 396 89.4 395 89.3 418 89.4
485 89.9 397 89.7 396 89.6 419 89.7

486※1 90.1 398※1 90.0 397※1 89.9 420※1 89.9

487 90.3 399 90.4 398 90.2 421 90.2
488 90.6 400 90.7 399 90.5 422 90.5
489 90.8 401 91.0 400 90.9 423 90.8
490 91.0 402 91.3 401 91.2 424 91.1
491 91.3 403 91.6 402 91.5 425 91.4

①－１ ①－２ ①－３ ①－４

データ：No.1コアの測定結果 データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値
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表１２-６ 鉄筋の腐食減量の算定結果（気中帯） 

【0～20mmのデータを用いる場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

32 2.7 32 2.7 32 2.7 32 2.7
33 2.8 33 2.8 33 2.8 33 2.8
34 2.8 34 2.9 34 2.9 34 2.9
35 2.9 35 3.0 35 3.0 35 3.0
36 3.0 36 3.1 36 3.1 36 3.1

調査時点　37 3.1 調査時点　37 3.2 調査時点　37 3.2 調査時点　37 3.2
38 3.2 38 3.3 38 3.3 38 3.3
39 3.3 39 3.4 39 3.4 39 3.4
40 3.4 40 3.5 40 3.6 40 3.5
41 3.5 41 3.6 41 3.7 41 3.6
42 3.6 42 3.7 42 3.8 42 3.7

55 4.9 55 5.2 55 5.3 55 5.1
56 5.0 56 5.3 56 5.5 56 5.2
57 5.1 57 5.5 57 5.6 57 5.4
58 5.2 58 5.6 58 5.7 58 5.5
59 5.3 59 5.7 59 5.8 59 5.6

運転開始後
60年経過時点

5.4
運転開始後

60年経過時点
5.8

運転開始後
60年経過時点

6.0
運転開始後

60年経過時点
5.7

61 5.5 61 6.0 61 6.1 61 5.9
62 5.6 62 6.1 62 6.3 62 6.0
63 5.7 63 6.2 63 6.4 63 6.1
64 5.8 64 6.4 64 6.5 64 6.2
65 6.0 65 6.5 65 6.7 65 6.4

468 88.7 410 88.4 410 88.6 427 88.7
469 89.0 411 88.7 411 88.9 428 89.0
470 89.2 412 89.0 412 89.2 429 89.2
471 89.5 413 89.3 413 89.5 430 89.5
472 89.8 414 89.6 414 89.8 431 89.8

473※1 90.0 415※1 89.9 415※1 90.0 432※1 90.1

474 90.3 416 90.1 416 90.3 433 90.3
475 90.5 417 90.4 417 90.6 434 90.6
476 90.8 418 90.7 418 90.9 435 90.9
477 91.0 419 91.0 419 91.2 436 91.2
478 91.3 420 91.3 420 91.5 437 91.5

②－４

データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値

②－１ ②－２ ②－３

データ：No.1コアの測定結果

：採用ケース 
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②干満帯について 

回帰分析は、前述したようにコア（No.1、No.2、No.3）の平均値を用いる場合と、

コア（No.1、No.2、No.3）の単独値を用いる場合の双方について実施している。 

    干満帯は、気中帯と同様に外気環境に曝される状態であると想定し、土木学会規準

（案）に示された「中性化した領域およびそこから1cm以内の深部で採取された試料

から得られた結果は、回帰分析を行う際には用いないほうがよい。（中略）同様に、

隣接する前後の深さ位置での測定結果と著しく異なる結果についても、回帰分析用

のデータから除外するほうがよい。」を参考に、気中帯の中性化深さ測定結果（0.5cm）

＋1cmの領域を含む『0～20mmの塩化物イオン濃度のデータ』を用いないで回帰分析を

実施した。 

なお、『0～20mmの塩化物イオン濃度のデータ』を用いる場合での検討も実施し、

用いない場合と用いる場合の影響を検討して影響の大きな方を採用した。 

 

 

■コア（３箇所）の塩化物イオン濃度測定結果 

     塩化物イオンの測定結果を表１２-７に測定結果を示す。なお、赤字の測定結果

が、中性化の影響の可能性が考えられる領域のデータ（0～20mm）である。 

なお、回帰分析結果については割愛する。 

 

 

 

表１２-７ コアの塩化物イオン濃度測定値（干満帯：３箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■影響の大きいケースの選定 

     塩化物イオン濃度測定結果が鉄筋の腐食減量結果に及ぼす影響について、「調査

時点」、「運転開始後６０年経過時点」および「かぶりコンクリートにひび割れが

発生する時点」を比較して表１２-８～１２-９に示す。 

運転開始後経過６０年時点の鉄筋の腐食減量が最も大きい値は、①－３（0～

20mmのデータを用いない場合、No.3コアの測定結果）であったため、このケースを

採用した。 

 

 

 

 

 

  

 

0～20mm 20～40mm 40～60mm 60～80mm 80～100mm 100～120mm

％ 0.15 0.12 0.07 0.04 0.02 0.01

kg/m3 3.59 2.81 1.54 0.88 0.57 0.33

％ 0.19 0.13 0.07 0.04 0.02 0.01

kg/m3 4.53 3.14 1.73 0.96 0.43 0.34

％ 0.15 0.12 0.06 0.03 0.02 0.01

kg/m3 3.54 2.87 1.40 0.72 0.40 0.26

％ 0.16 0.12 0.07 0.04 0.02 0.01

kg/m3 3.89 2.94 1.56 0.85 0.47 0.31

塩化物イオン濃度（％）および量（kg/m3）試料
番号

単位

No.1

No.2

No.3

平均値
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表１２-８ 鉄筋の腐食減量（干満帯） 

【0～20mmのデータを用いない場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

32 6.0 32 6.1 32 6.2 32 6.1
33 6.2 33 6.2 33 6.3 33 6.2
34 6.4 34 6.4 34 6.5 34 6.4
35 6.5 35 6.6 35 6.7 35 6.6
36 6.7 36 6.7 36 6.9 36 6.8

調査時点　37 6.9 調査時点　37 6.9 調査時点　37 7.0 調査時点　37 6.9
38 7.0 38 7.1 38 7.2 38 7.1
39 7.2 39 7.2 39 7.4 39 7.3
40 7.4 40 7.4 40 7.5 40 7.4
41 7.6 41 7.6 41 7.7 41 7.6
42 7.7 42 7.8 42 7.9 42 7.8

55 10.0 55 10.0 55 10.1 55 10.0
56 10.2 56 10.2 56 10.3 56 10.2
57 10.3 57 10.4 57 10.5 57 10.4
58 10.5 58 10.5 58 10.6 58 10.5
59 10.7 59 10.7 59 10.8 59 10.7

運転開始後
60年経過時点

10.9
運転開始後

60年経過時点
10.9

運転開始後
60年経過時点

11.0
運転開始後

60年経過時点
10.9

61 11.0 61 11.1 61 11.1 61 11.1
62 11.2 62 11.3 62 11.3 62 11.3
63 11.4 63 11.4 63 11.5 63 11.4
64 11.6 64 11.6 64 11.7 64 11.6
65 11.8 65 11.8 65 11.8 65 11.8

396 86.6 382 86.7 396 86.7 391 86.6
397 86.9 383 87.0 397 86.9 392 86.9
398 87.1 384 87.3 398 87.2 393 87.1
399 87.4 385 87.5 399 87.4 394 87.4
400 87.6 386 87.8 400 87.7 395 87.6

401※1 87.9 387※1 88.1 401※1 87.9 396※1 87.9

402 88.1 388 88.3 402 88.2 397 88.2
403 88.4 389 88.6 403 88.5 398 88.4
404 88.7 390 88.9 404 88.7 399 88.7
405 88.9 391 89.1 405 89.0 400 88.9
406 89.2 392 89.4 406 89.2 401 89.2

①－１ ①－２ ①－３ ①－４

データ：No.1コアの測定結果 データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値

：採用ケース 
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表１２-９ 鉄筋の腐食減量（干満帯） 

【0～20mmのデータを用いる場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

32 6.0 32 6.0 32 6.0 32 6.0
33 6.1 33 6.2 33 6.2 33 6.2
34 6.3 34 6.4 34 6.4 34 6.4
35 6.5 35 6.5 35 6.6 35 6.5
36 6.6 36 6.7 36 6.7 36 6.7

調査時点　37 6.8 調査時点　37 6.9 調査時点　37 6.9 調査時点　37 6.9
38 7.0 38 7.1 38 7.1 38 7.0
39 7.2 39 7.2 39 7.2 39 7.2
40 7.3 40 7.4 40 7.4 40 7.4
41 7.5 41 7.6 41 7.6 41 7.5
42 7.7 42 7.7 42 7.7 42 7.7

55 9.9 55 10.0 55 10.0 55 10.0
56 10.1 56 10.2 56 10.2 56 10.1
57 10.3 57 10.4 57 10.3 57 10.3
58 10.5 58 10.5 58 10.5 58 10.5
59 10.6 59 10.7 59 10.7 59 10.7

運転開始後
60年経過時点

10.8
運転開始後

60年経過時点
10.9

運転開始後
60年経過時点

10.9
運転開始後

60年経過時点
10.9

61 11.0 61 11.1 61 11.0 61 11.0
62 11.2 62 11.2 62 11.2 62 11.2
63 11.4 63 11.4 63 11.4 63 11.4
64 11.5 64 11.6 64 11.6 64 11.6
65 11.7 65 11.8 65 11.7 65 11.8

402 86.8 383 86.6 407 86.8 397 86.7
403 87.0 384 86.8 408 87.0 398 86.9
404 87.3 385 87.1 409 87.3 399 87.2
405 87.5 386 87.4 410 87.5 400 87.4
406 87.7 387 87.6 411 87.7 401 87.7

407※1 88.0 388※1 87.9 412※1 88.0 402※1 87.9

408 88.2 389 88.2 413 88.2 403 88.2
409 88.5 390 88.4 414 88.5 404 88.4
410 88.7 391 88.7 415 88.7 405 88.7
411 89.0 392 89.0 416 89.0 406 88.9
412 89.2 393 89.2 417 89.2 407 89.2

②－４

データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値

②－１ ②－２ ②－３

データ：No.1コアの測定結果



-12-14- 

③海中帯について 

回帰分析は、前述したようにコア（No.1、No.2、No.3）の平均値を用いる場合と、

コア（No.1、No.2、No.3）の単独値を用いる場合の双方について実施している。 

    海中帯は、常に海水に浸かっている状況下であるが、土木学会規準（案）に示され

た「全く中性化が生じていない場合においても、構造物表面から深さ1cm以内で採取

された試料から得られた結果は、回帰分析を行う際には用いないほうがよい。同様に、

隣接する前後の深さ位置での測定結果と著しく異なる結果についても、回帰分析用

のデータから除外するほうがよい。」を参考に、『深さ1cmの領域を含む0～20mmの塩

化物イオン濃度のデータ』を用いないで回帰分析を実施した。 

なお、『0～20mmの塩化物イオン濃度のデータ』を用いる場合での検討も実施し、

用いない場合と用いる場合の影響を検討して影響の大きな方を採用した。 

 

 

■コア（３箇所）の塩化物イオン濃度測定結果 

     塩化物イオンの測定結果を表１２-１０に測定結果を示す。なお、赤字の測定結

果が構造物表面から深さ1cmの領域を含むデータ（0～20mm）である。 

なお、回帰分析結果については割愛する。 

 

 

表１２-１０ コアの塩化物イオン濃度測定値（海中帯：３箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■影響の大きいケースの選定 

     塩化物イオン濃度測定結果が鉄筋の腐食減量結果に及ぼす影響について、「調

査時点」、「運転開始後６０年経過時点」および「かぶりコンクリートにひび割

れが発生する時点」を比較して表１２-１１～１２-１２に示す。 

運転開始後経過６０年時点の鉄筋の腐食減量は、すべてのデータで同値（0.0

×10-4g/cm2）となったことから、かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点

の鉄筋腐食減量に最も早く達する①－３（0～20mmのデータを用いない場合、

No.3コアの測定結果）を採用した。 

 

 

 

 

 

  

 

0～20mm 20～40mm 40～60mm 60～80mm 80～100mm 100～120mm

％ 0.17 0.08 0.04 0.01 0.01 0.00

kg/m3 4.00 1.85 1.00 0.28 0.12 0.08

％ 0.16 0.10 0.04 0.02 0.01 0.01

kg/m3 3.72 2.31 0.85 0.50 0.21 0.17

％ 0.18 0.12 0.06 0.02 0.01 0.01

kg/m3 4.34 2.73 1.35 0.57 0.27 0.24

％ 0.17 0.10 0.05 0.02 0.01 0.01

kg/m3 4.02 2.30 1.07 0.45 0.20 0.16

No.3

平均値

No.2

No.1

塩化物イオン濃度（％）および量（kg/m3）試料
番号

単位
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表１２-１１ 鉄筋の腐食減量（海中帯） 

【0～20mmのデータを用いない場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

32 0.0 32 0.0 32 0.0 32 0.0
33 0.0 33 0.0 33 0.0 33 0.0
34 0.0 34 0.0 34 0.0 34 0.0
35 0.0 35 0.0 35 0.0 35 0.0
36 0.0 36 0.0 36 0.0 36 0.0

調査時点　37 0.0 調査時点　37 0.0 調査時点　37 0.0 調査時点　37 0.0
38 0.0 38 0.0 38 0.0 38 0.0
39 0.0 39 0.0 39 0.0 39 0.0
40 0.0 40 0.0 40 0.0 40 0.0
41 0.0 41 0.0 41 0.0 41 0.0
42 0.0 42 0.0 42 0.0 42 0.0

55 0.0 55 0.0 55 0.0 55 0.0
56 0.0 56 0.0 56 0.0 56 0.0
57 0.0 57 0.0 57 0.0 57 0.0
58 0.0 58 0.0 58 0.0 58 0.0
59 0.0 59 0.0 59 0.0 59 0.0

運転開始後
60年経過時点

0.0
運転開始後

60年経過時点
0.0

運転開始後
60年経過時点

0.0
運転開始後

60年経過時点
0.0

61 0.0 61 0.0 61 0.0 61 0.0
62 0.0 62 0.0 62 0.0 62 0.0
63 0.0 63 0.0 63 0.0 63 0.0
64 0.0 64 0.0 64 0.0 64 0.0
65 0.0 65 0.0 65 0.0 65 0.0

1858 87.8 1555 87.7 1393 87.7 1534 87.8
1859 87.9 1556 87.8 1394 87.8 1535 87.8
1860 87.9 1557 87.9 1395 87.9 1536 87.9
1861 88.0 1558 88.0 1396 88.0 1537 88.0
1862 88.1 1559 88.0 1397 88.1 1538 88.1

1863※1 88.1 1560※1 88.1 1398※1 88.1 1539※1 88.1

1864 88.2 1561 88.2 1399 88.2 1540 88.2
1865 88.2 1562 88.3 1400 88.3 1541 88.3
1866 88.3 1563 88.3 1401 88.4 1542 88.4
1867 88.4 1564 88.4 1402 88.5 1543 88.4
1868 88.4 1565 88.5 1403 88.5 1544 88.5

①－１ ①－２ ①－３ ①－４

データ：No.1コアの測定結果 データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値

：採用ケース 
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表１２-１２ 鉄筋の腐食減量（海中帯） 

【0～20mmのデータを用いる場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点 

 

 

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

運転開始後

経過年数
鉄筋の腐食減量

(年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2) (年) (×10-4g/cm2)

32 0.0 32 0.0 32 0.0 32 0.0
33 0.0 33 0.0 33 0.0 33 0.0
34 0.0 34 0.0 34 0.0 34 0.0
35 0.0 35 0.0 35 0.0 35 0.0
36 0.0 36 0.0 36 0.0 36 0.0

調査時点　37 0.0 調査時点　37 0.0 調査時点　37 0.0 調査時点　37 0.0
38 0.0 38 0.0 38 0.0 38 0.0
39 0.0 39 0.0 39 0.0 39 0.0
40 0.0 40 0.0 40 0.0 40 0.0
41 0.0 41 0.0 41 0.0 41 0.0
42 0.0 42 0.0 42 0.0 42 0.0

55 0.0 55 0.0 55 0.0 55 0.0
56 0.0 56 0.0 56 0.0 56 0.0
57 0.0 57 0.0 57 0.0 57 0.0
58 0.0 58 0.0 58 0.0 58 0.0
59 0.0 59 0.0 59 0.0 59 0.0

運転開始後
60年経過時点

0.0
運転開始後

60年経過時点
0.0

運転開始後
60年経過時点

0.0
運転開始後

60年経過時点
0.0

61 0.0 61 0.0 61 0.0 61 0.0
62 0.0 62 0.0 62 0.0 62 0.0
63 0.0 63 0.0 63 0.0 63 0.0
64 0.0 64 0.0 64 0.0 64 0.0
65 0.0 65 0.0 65 0.0 65 0.0

1652 87.8 1650 87.7 1416 87.7 1546 87.7
1653 87.8 1651 87.8 1417 87.8 1547 87.8
1654 87.9 1652 87.9 1418 87.9 1548 87.9
1655 88.0 1653 87.9 1419 88.0 1549 88.0
1656 88.1 1654 88.0 1420 88.0 1550 88.0

1657※1 88.1 1655※1 88.1 1421※1 88.1 1551※1 88.1

1658 88.2 1656 88.1 1422 88.2 1552 88.2
1659 88.3 1657 88.2 1423 88.3 1553 88.2
1660 88.3 1658 88.3 1424 88.4 1554 88.3
1661 88.4 1659 88.4 1425 88.4 1555 88.4
1662 88.5 1660 88.4 1426 88.5 1556 88.5

②－４

データ：No.2コアの測定結果 データ：No.3コアの測定結果 データ：平均値

②－１ ②－２ ②－３

データ：No.1コアの測定結果
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タイトル 

 

機械振動の評価対象の選定過程について 

 

説 明 

 

機械振動による強度低下における評価対象については、『日本原子力学

会 原子力発電所の高経年化対策実施基準：2021 付属書Ｃ 経年劣化メ

カニズムまとめ表』の記載ならびに機器の定格出力および重量より、ター

ビン架台および非常用ディーゼル発電機基礎を選定した。主要な機器の定

格出力および重量は表－１の通り。 

 

 

表－１ 主要な機器の定格出力および重量 

 

機器名称 運転状態 定格出力(kW) 重量(kg) 

高圧タービン 連続 870,000 145,500 

低圧タービン 連続 870,000 1,599,200 

海水ポンプモータ 連続 420 28,400 

格納容器 

スプレイポンプモータ 
一時 700 14,900 

余熱除去ポンプモータ 

連続 

（余熱除去時） 
250 10,000 

一時 

（低圧注入時） 

非常用ディーゼル発電機 一時 6,750 131,000 

電動 

補助給水ポンプモータ 
一時 400 4,000 

充てん／高圧注入 

ポンプモータ 

連続 

（充てん時） 
780 16,150 

一時 

（高圧注入時） 

タービン動 

主給水ポンプタービン 
連続 7,400 61,700 

タービン動 

補助給水ポンプタービン 
一時 810 3,500 

 

 

添付１ 評価対象部位平面図 

添付２ 日本原子力学会 原子力発電所の高経年化対策実施基準：2021 

付属書Ｃ 経年劣化メカニズムまとめ表 

 

別紙１３ 
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タイトル 

 

アルカリ骨材反応に関する特別点検手法の選定プロセスおよび評価結果の

妥当性確認について 

 

説 明 

 

 本資料では、アルカリ骨材反応における骨材反応の点検方法の選定プロセ

スおよび得られた評価結果の妥当性を示すこととする。アルカリ骨材反応の

健全性評価のプロセスを添付１に示す。 

 

特別点検では、各種規格類や最新知見の動向および実構造物の状況などを

踏まえた上で、コンクリートのアルカリ骨材反応の発生状況が確認可能な方

法として実体顕微鏡観察を選定した。 

実体顕微鏡観察は、コンクリート切断面（採取コアサンプル表面）の観察

による反応リム・ゲルの有無・程度、ひび割れなどの確認により、コンクリ

ートのアルカリ骨材反応の発生有無・状況が確認できる方法である。 

高浜３号炉のコンクリート構造物は、定期的に目視確認を実施し、運転開

始から約４０年間において、アルカリ骨材反応に起因すると判断されるひび

割れなどは認められていないなど、コンクリートの健全性に影響を与えるよ

うなアルカリ骨材反応がこれまで発生していないことから、発電所内の広範

囲において点検が必要であることも踏まえて、当該構造物に適用する特別点

検の点検方法として、アルカリ骨材反応の発生有無・程度の確認を主眼とし

た実体顕微鏡観察を選定した。 

なお、特別点検結果を踏まえた評価において、コンクリート構造物の健全

性に影響が認められる場合、より精緻な手法を踏まえた評価を行うこととし

ている。 

特別点検の結果、極めて軽微な反応状況であり、コンクリート構造物の健

全性に影響を与えるような反応性がないことを確認した。 

 

劣化状況評価を踏まえた上で、上記事項の妥当性の確認のため、代表箇所

による偏光顕微鏡観察を行った。 

偏光顕微鏡観察は、アルカリ骨材反応が生じているコンクリートの反応骨

材についての精緻な観察を主眼として行うもので、コアサンプルから作製し

た薄片を用いて、反応骨材の鉱物・岩種の同定・反応の進展状況の確認、ひ

び割れの確認などにより、アルカリ骨材反応が生じているコンクリートの反

応進展状況がより精緻に確認できる方法である。実体顕微鏡観察および偏光

顕微鏡観察の特徴を添付２に示す。 

高浜３号炉で使用するコンクリート材料（セメント、骨材など）が同一で

あることを踏まえ、アルカリ骨材反応に対して使用環境が厳しい特別点検箇

所の代表箇所として「タービン建屋基礎マット」を選定し、その近傍箇所か

ら採取したコアサンプルを用いて行った。偏光顕微鏡観察実施箇所の選定プ

ロセスを添付３に、偏光顕微鏡観察実施箇所を添付４に示す。 

同定した岩種ごとに精緻に観察した結果、極めて軽微な反応状況であり、

実体顕微鏡観察の結果と同様に、コンクリートの健全性に影響を与えるよう

な反応性がないことを確認した。偏光顕微鏡観察結果を添付５に示す。 

 

偏光顕微鏡観察コアサンプルでの実体顕微鏡観察結果および特別点検の実

体顕微鏡観察結果について、偏光顕微鏡観察結果との照らし合わせを行っ

別紙１５ 
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タイトル 

 

モルタルバー法等の試験結果について 

 

説 明 

 

１．建設時の使用骨材に対する反応性試験結果 

1985年に実施したモルタルバー法の試験結果は以下のとおりである。 

 

区分 
試験 

方法 
骨材産地 実施年 

試験結果 判定基準 

判定 
材令6ヶ月

の膨張率

（％） 

有害な反応を起こ

す可能性のある材

令6ヶ月の膨張率

（％） 

粗骨材 

ASTM-C227

に準拠 

砕石（堅海産） 1985年 0.045 0.10以上 無害 

砕石（漆原産） 1985年 0.061 0.10以上 無害 

砕石（余部産） 1985年 0.030 0.10以上 無害 

細骨材 

山砂（三国町産） 1985年 0.039 0.10以上 無害 

川砂（百瀬川産） 1985年 0.078 0.10以上 無害 

砕砂（堅海産） 1985年 0.039 0.10以上 無害 

砕砂（漆原産） 1985年 0.027 0.10以上 無害 

山砂（網野町産） 1985年 0.034 0.10以上 無害 

 

ASTM-C227:「Standard Test Method for Potential Alkali Reactivity 

of Cement-Aggregate Combinations(Mortar-Bar Method)」 

 

２．新規制基準以降に設置した対象構造物の使用骨材に対する反応性試験

結果 

２０１７年～２０１８年に実施したコンクリートバー法（JASS 5N T-

603）および２０１３年～２０１５年に実施した化学法（JIS A 1145）

の試験方法、試験条件（使用骨材等）及び試験結果等を以下に示す。 

 

(a) コンクリートバー法 

対象 

構造物 
区分 骨材産地 実施年 

試験結果 

判定※３ 材齢6か月に 

おける膨張率 

(%)※１ 

膨張率が0.1%となる 

ときのアルカリ添加量 

の推定値(kg/m３)※２ 

緊急時 

対策所 

粗骨材 
砕石 

(舞鶴市余部上産) 
2017年 

～ 

2018年 

a) -0.010 

b) -0.009 

c) -0.009 

－側）無限大とみなす 

＋側）無限大とみなす 

反応性 

なし 
細骨材 

砕砂 

(舞鶴市余部上産) 

山砂 

(坂井市三国町産) 

※1 a,b,c…アルカリ添加量が、それぞれ1.2kg/m３、1.8kg/m３、2.4kg/m３の場合 
※2 －側）…マイナス側交点より求めた値 

＋側）…プラス側交点より求めた値 
※3 判定基準 

以下のふたつの条件が同時に満たされる場合に、対象としたコンクリートは、

反応性なしと判定し、そうでない場合は反応性ありと判定する。 

(1) 材齢6か月における膨張率が、いずれのアルカリ添加量においても0.1%未満で

あること。 

(2) 材齢6か月において、膨張率が0.1%になるときのアルカリ添加量を推定する。 

この推定値がマイナス1.2kg/m３以下、またはプラス3.0kg/m３以上であること。 

別紙１４ 
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(b) 化学法 

対象 

構造物 
区分 骨材産地 実施年 試験結果 判定※１ 

防潮 

ゲート 

粗骨材 
砕石 

（舞鶴市余部上産） 

2013年 

～ 

2014年 

Rc：106 mmol/L 

Sc： 15 mmol/L 

 a) 

無害 

細骨材 

砕砂 

（舞鶴市余部上産） 

Rc：147 mmol/L 

Sc： 31 mmol/L 

 a) 

山砂 

（坂井市三国町産） 

Rc：101 mmol/L 

Sc： 71 mmol/L 

 a) 

放水口側 

防潮堤 

粗骨材 
砕石 

（舞鶴市余部上産） 

2014年 

～ 

2015年 

Rc： 87 mmol/L 

Sc：  9 mmol/L 

 b) 

無害 

細骨材 

砕砂 

（舞鶴市余部上産） 

Rc：147 mmol/L 

Sc： 31 mmol/L 

 a) 

山砂 

（坂井市三国町産） 

Rc：109 mmol/L 

Sc： 66 mmol/L 

 a) 

※１ 判定基準 

a) 溶解シリカ量（Sc）が10mmol/L 以上で、アルカリ濃度減少量（Rc）が

700mmol/L 未満の範囲では、Sc がRc 未満となる場合は“無害”と判定し、Sc 

がRc 以上となる場合は“無害でない”と判定する。 

b) 溶解シリカ量（Sc）が10mmol/L 未満で、アルカリ濃度減少量（Rc）が

700mmol/L 未満の場合は“無害”と判定する。 

c) アルカリ濃度減少量（Rc）が700mmol/L 以上の場合は判定しない。 
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た。照らし合わせ結果について添付６に示す。いずれの観察結果において

も、偏光顕微鏡観察結果と同様に反応状況は極めて軽微であり、コンクリー

トの健全性に影響を与えるような反応性がないと判断できることから、実体

顕微鏡観察による特別点検手法の選定プロセスおよび評価結果は妥当である

と改めて判断した。 

 

 

添付１ アルカリ骨材反応の健全性評価について 

添付２ アルカリ骨材反応に関する実体顕微鏡観察と偏光顕微鏡観察の特徴 

添付３ 偏光顕微鏡観察実施箇所の選定プロセス 

添付４ 偏光顕微鏡観察実施箇所 

添付５ 偏光顕微鏡観察結果について 

添付６ 実体顕微鏡観察結果について 
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アルカリ骨材反応の健全性評価について 

 

１．特別点検手法の選定プロセス 

・アルカリ骨材反応の状況を確認するための各種規格類を調査した結果、適したJISおよ

び学会規格が存在しないことが分ったため、既往知見である「安全研究成果報告 運転

期間延長認可制度及び高経年化対策制度に係る技術的知見の整備に関する研究（RREP-

2018-1004、平成30年11月）」および「原子力用コンクリートの反応性骨材の評価方法

の提案（JNES-RE-2013-2050、平成26年2月）」を参照し、点検方法の検討を行った。 

・既往知見においては、コンクリートの岩石学的診断法が複数紹介されている。 

・高浜３号炉は、定期的に目視点検を実施し、運転開始から約４０年間において、アルカ

リ骨材反応に起因すると判断されるひび割れなどは認められていないなど、コンクリー

トの健全性に影響を与えるようなアルカリ骨材反応がこれまで発生してない。 

・発電所内の広範囲において点検が必要。 

 

 

 

 

※１ 特別点検結果を踏まえた評価により、コンクリート構造物の健全性に影響が認めら

れる場合、偏光顕微鏡観察など、より精緻な手法を踏まえた評価を行う。 

 

 

２．劣化状況評価 

・高浜３号炉は、定期的に目視点検を実施し、運転開始から約４０年間において、アルカ

リ骨材反応に起因すると判断されるひび割れなどは認められていない。 

・使用している骨材は、モルタルバー法による反応性試験を実施し、反応性骨材ではない

ことを確認している。 

・採取したコアサンプルについて、特別点検による実体顕微鏡を用いた観察により、コン

クリート構造物の健全性に影響を与えるような反応性がないことを確認した※２。 

 

 

 

 

 

 

※２ 劣化状況評価を踏まえた上で、特別点検手法の選定プロセスおよび評価結果の妥当

性の確認のため、偏光顕微鏡を用いた観察を行った。 

  

添付１ 

以上より、既往知見にあるアルカリ骨材反応の発生状況が確認可能な「実体顕微鏡観察」

を選定※１ 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断 
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表２－１ アルカリ骨材反応に関する実体顕微鏡観察と偏光顕微鏡観察の特徴 

 

 実体顕微鏡観察 偏光顕微鏡観察 

概

要 

観察 

対象 

・コンクリート切断面（コアサンプル表

面）を観察 

・コアサンプルより作製した薄片を観察 

特徴 ・概ね 2～30 倍で観察 

・コアの全体的な状況、反応リム・ゲル

の有無・程度、ひび割れ状況などを観

察 

・概ね25～200倍で観察 

・岩石や鉱物の観察に汎用される 

・薄片に偏光を照射・透過させて鉱物の

偏光特性などから、反応が生じている

骨材の鉱物・岩種同定、反応進展状

況、ひび割れなどを観察 

まとめ ・アルカリ骨材反応の発生有無・程度が

確認できる 

・アルカリ骨材反応が生じているコンク

リート（骨材）の反応進展状況がより

精緻に確認できる 

課題 ・岩種の詳細は分からない ・薄片作成・観察に熟練を要する 

 

  

添付２ 
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偏光顕微鏡観察実施箇所の選定プロセス 

 

偏光顕微鏡観察実施にあたり、アルカリ骨材反応に対して使用環境が最も厳しい箇所と

して、湿度が最も大きい部位を代表として選定した。対象部位ごとの湿度測定の結果を表

３－１に示す。 

 

表３－１ 対象部位ごとの湿度測定の結果 

構造物 対象の部位 点検箇所 選定理由 
測定期間の 

平均湿度(％) 
備考 

原子炉格納施設等 

外部遮蔽壁 外部遮蔽壁（外部） 
外部からのアルカリ

供給（塩分） 
-  

内部コンクリート 1次遮蔽壁 放射線照射 -  

基礎マット 通路 水分（湿度） 44.5  

原子炉補助建屋 

外壁 
ディーゼル発電機室 

外壁 

外部からのアルカリ

供給（塩分） 
-  

内壁及び床 アスファルトクレーン室 水分（湿度） 64.7 補正実施※１ 

使用済み燃料プール 
プロセスモニタ 

線源校正エリア 
水分（湿度） 44.5  

基礎マット 海水管トレンチエリア 水分（湿度） 78.4  

タービン建屋 
内壁及び床 タービン建屋 地下部 水分（湿度） 69.6  

基礎マット タービン建屋 地下部 水分（湿度） 84.6 補正実施※１ 

取水槽 

海中帯 海水ポンプ室 
外部からのアルカリ

供給（塩分） 
-  

干満帯 海水ポンプ室 
外部からのアルカリ

供給（塩分） 
-  

気中帯 海水ポンプ室 
外部からのアルカリ

供給（塩分） 
-  

安全機能を有する系統及び機器又

は常設重大事故等対処施設設備に

属する機器を支持する構造物 

タービン架台 タービン建屋 １階部 水分（湿度） 67.9 補正実施※１ 

上記以外の構造物（安全機能を有

する構造物又は常設重大事故等対

処設備に属する構造物・安全機能

を有する系統及び機器又は常設重

大事故等対処設備に属する機器を

支持する構造物に限る。） 

非常用ディーゼル発電

用燃料油タンク基礎 

（配管トレンチ含む） 

基礎 
外部からのアルカリ

供給（塩分） 
-  

復水タンク基礎 タンク基礎 
外部からのアルカリ

供給（塩分） 
-  

 

平均湿度の測定期間：２０２０年１０月１日～２０２１年９月３０日 

※1 平均湿度の補正を実施している。補正方法は特別点検補足説明資料別紙５に示す。 

 

  

添付３ 
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偏光顕微鏡観察結果について 

 

特別点検手法の選定プロセスおよび評価結果の妥当性の確認のため、偏光顕微鏡を用い

た観察を行った。 

粗骨材については、コンクリートコア試料中の粗骨材は砕石で、砂泥質ホルンフェルス

と緑色岩とから構成されており、それぞれの粒子には、ASRの現象は認められなかった。

細骨材については、骨材粒子の周辺に反応リムが生じているが、極めて軽微な反応状況で

あることが確認された。観察結果を図５－１に、観察結果をもとに判断した進行状況を表

５－１に示す。 

以上より、コンクリートの健全性に影響を与えるような反応性がないと判断できる。 

  

添付５（１／３） 
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表５－１ コンクリート薄片の偏光顕微鏡観察 アルカリ骨材反応の進行状況 

試料名 骨材 岩種 

ASR 
劣化度 

評価 
進行段階 → 

i ii iii iv v 

骨材 ｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ 骨材 ｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ 

顕微鏡 

野外

目視 

反応 

ﾘﾑ 

滲み・ 

取り巻き 

ひび割れ

ｹﾞﾙ充填 

ひび割れ

ｹﾞﾙ充填 

気泡 

ｹﾞﾙ充填 

3-3 
細骨材 

チャート ＋     <1 

流紋岩 ＋     <1 

安山岩 ＋     <1 

総合評価 <1  

アルカリシリカ反応の程度： ◎ 顕著； ○ あり； ＋ 痕跡程度 

劣化度の評価：偏光顕微鏡観察：1 軽微；2 中程度；3 顕著 

偏光顕微鏡観察でASRの兆候が認められた骨材のみを記載した 

 

 

 

  

添付５（３／３） 
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実体顕微鏡観察結果について 

 

（１）偏光顕微鏡観察コアサンプルでの実体顕微鏡観察結果 

偏光顕微鏡観察コアサンプルでの実体顕微鏡観察結果を図６－１に示す。 

細骨材に含まれるチャートなどのごく一部の粒子に反応リムが見られるが、軽微な反

応状況であり、コアサンプルの全体的な状況および実構造物の状況も踏まえ、コンクリ

ートの健全性に影響を与えるような反応性はないと判断できる。 

 
  

添付６（１／６） 
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図６－１ 実体顕微鏡観察写真 

 

  

添付６（２／６） 
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（２）特別点検における実体顕微鏡観察結果 

特別点検における実体顕微鏡観察では、複数の点検箇所で「骨材の反応リム」または

「骨材のひび割れ」を確認されたものの、反応状況が極めて軽微であることから、反応

性なしと判断している。「骨材の反応リム」が確認された原子炉格納施設等の内部コン

クリートの観察結果を図６－２(a)に、「骨材のひび割れ」が確認されたタービン建屋

の内壁および床の観察結果を図６－２(b)に示す。  

添付６（３／６） 
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(a) 原子炉格納施設等 内部コンクリート 

図６－２ 特別点検結果の例（1/2） 

添付６（４／６） 



-15-14-

(b) タービン建屋内壁および床

図６－２ 特別点検結果の例（2/2） 

粗骨材にひび割れが見られたが、ひび割れ内部にゲルの充填が見られないことから、

アルカリ骨材反応によるものではないと判断した。ひび割れの原因としては、採取時に

既に生じていたことや、コンクリートの製造時に生じたことなどが考えられる。 

添付６（５／６） 



-15-15-

（３）偏光顕微鏡結果との照らし合わせ

いずれの観察結果においても、偏光顕微鏡観察結果と同様に反応状況は極めて軽微であ

り、コンクリートの健全性に影響を与えるような反応性がないと判断できることから、実

体顕微鏡観察による特別点検手法の選定プロセスおよび評価結果は妥当であると改めて判

断した。 

添付６（６／６） 
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タイトル 

 

高浜３号炉周辺の地下水による劣化影響について 

 

 

説 明 

 

１．はじめに 

 高浜３号炉の対象構造物の基礎の一部は地下に埋設されているため、こ

れらの構造物に対する地下水による経年劣化影響について検討を行った。 

 コンクリートの強度低下に影響を及ぼすと想定される地下水に起因する

経年劣化要因を抽出するとともに、それらが高浜３号炉の地下埋設部コン

クリートにおいて発生し、進展する可能性について評価を行った。 

 

 

２．経年劣化影響評価 

２．１ 地下水に起因する経年劣化要因の抽出  

地下水に起因するコンクリートの経年劣化要因とその概要を表１に

示す。 

 

表１ 地下水の存在下で引き起こされる経年劣化要因 

経年劣化 

要因 
概要 

塩分浸透 

コンクリート中に塩化物イオンが浸透して鉄筋位置まで達すると、

鉄筋表面の不動態被膜が破壊されるため、鉄筋はコンクリート中の水

分、酸素の作用により腐食し始める。腐食が進行すると酸化生成物に

よる体積膨張からコンクリートにひび割れや剥離が生じ、コンクリー

ト構造物としての健全性が損なわれる可能性がある。 

アルカリ

骨材反応 

 コンクリート中の反応性シリカを含む骨材と、セメントなどに含ま

れるアルカリ（ナトリウムイオンやカリウムイオン）が、水の存在下

で反応してアルカリ珪酸塩を生成し、この膨張作用によりコンクリー

トにひび割れが生じ、コンクリート構造物としての健全性が損なわれ

る可能性がある。 

化学的 

侵食 

 水分中の酸や硫酸塩等の塩類とセメント水和物の化学反応により、

セメントペーストの溶解（酸）や、コンクリート表層の剥離・剥落

（塩類）が生じ、コンクリート構造物としての健全性が損なわれる可

能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１６ 
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２．２ 地下水に起因するコンクリートの経年劣化評価 

コンクリートの経年劣化要因のうち、塩分浸透、アルカリ骨材反応、

化学的侵食が高浜３号炉の地下埋設部コンクリートにおいて発生し、

進展する可能性について、高浜３号炉の環境条件に基づき評価を行っ

た。 

２．２．１ 塩分浸透 

コンクリート中に塩化物イオンが浸透して鉄筋位置まで達する

と、鉄筋表面の不動態被膜が破壊されるため、鉄筋はコンクリート中

の水分および酸素の作用により腐食し始める。腐食が進行すると酸

化生成物による体積膨張からコンクリートにひび割れや剥離が生

じ、コンクリート構造物としての健全性が損なわれる可能性がある。 

高浜３号炉の対象構造物においては塩分浸透を生じる可能性があ

るため、経年劣化に対する評価を実施している。 

その結果、各評価部位における鉄筋の腐食減量は、運転開始後60年

時点の想定においてもかぶりコンクリートにひび割れが発生する時

点での鉄筋の腐食減量を十分に下回っている。 

また、定期的な建屋内部からの目視点検の結果、塩分浸透による鉄

筋腐食に起因する膨張性のひび割れは確認されていない。さらにコ

ンクリート躯体が直接海水に接触する取水構造物においても、塩分

浸透による鉄筋腐食に起因する膨張性のひび割れは確認されていな

い。

したがって、塩分浸透の評価結果、目視点検の結果および最も厳し

い環境条件にある取水構造物の現状に鑑み、その他の地下埋設部コ

ンクリートにおいても、塩分浸透によるコンクリートの経年劣化が

進展し、高浜３号炉の供用期間中にコンクリート構造物としての健

全性が損なわれる可能性は極めて低いと考えられる。

２．２．２ アルカリ骨材反応 

アルカリ骨材反応は、コンクリート中に存在するアルカリ溶液と

骨材中に含まれる反応性シリカ鉱物の化学反応である。このとき生

成されたアルカリ・シリカゲルが周囲の水を吸収して膨張するため、

コンクリート表面にひび割れが生じ、コンクリート構造物としての

健全性が損なわれる可能性がある。

ただし、高浜３号炉で使用している骨材については、別紙14に示す

とおり、1985年にモルタルバー法（ASTM-C227）による反応性試験を

実施しており、その結果得られた膨張率は「材齢6ヶ月で0.10%以上」

の判定基準に対し無害と判定されている。 

また、定期的な建屋内部からの目視点検の結果、アルカリ骨材反応

に起因する膨張性のひび割れは確認されていない。さらに直接海水

に接触する取水構造物においても、アルカリ骨材反応に起因する膨

張性のひび割れは確認されていない。 

したがって、使用骨材の反応性試験結果、目視点検の結果および最

も厳しい環境条件にある取水構造物の現状に鑑み、その他の地下埋

設部コンクリートにおいても、アルカリ骨材反応によるコンクリー

トの経年劣化が進展し、高浜３号炉の供用期間中にコンクリート構

造物としての健全性が損なわれる可能性は極めて低いと考えられ
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る。 

 

２．２．３ 化学的侵食 

コンクリートの化学的侵食は、コンクリートが外部からの化学作

用によってセメント硬化体を構成する水和生成物が、変質や分解に

より結合能力を失っていく事象である。化学的侵食はその劣化機構

によって、１）セメント水和物との化学反応による溶解、２）セメン

ト水和物との化学反応による膨張に大別される。 

 

１）セメント水和物との化学反応による溶解 

コンクリート中のセメント水和物との化学反応により、本来、水

に溶解しにくいセメント水和物を可溶性物質に変質させ、コンク

リートが多孔質化する、あるいは分解することで骨材の露出や脱

落などが生じる。 

 

２）セメント水和物との化学反応による膨張 

コンクリート中のセメント水和物との化学反応により、新たな

化合物が生成され、膨張する際の膨張圧がコンクリートにひび割

れや剥離を生じさせる。 

 

 

一般的な環境においては、化学的侵食が発生することはほとんど

なく、温泉地帯、酸性河川流域、酸性・硫酸塩土壌等に建造された構

造物等が化学的侵食の影響を受けるとされている。 

そこで、高浜３号炉における地下水水質の試験結果に基づき、化学

的侵食が発生し、進展する可能性について評価を行った。 
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（２）地下水水質試験結果の分析 

高浜３号炉における地下水水質試験結果（pH、硫酸塩、マ

グネシウム、アンモニウム、侵食性遊離炭酸）をEN206１)の地

下水の環境区分と対比した結果を表３に示す。 

 

表３ 高浜３号炉における試験結果とEN206の環境区分(地下水)の対比 

環境区分 

XA1 XA2 XA3 
高浜 

3号炉 
弱い 

化学的侵食 

標準的な 

化学的侵食 

強い 

化学的侵食 

pH 

[‐] 

 

6.5≧X≧5.5 

 

5.5>X≧4.5 4.5>X≧4.0 
該当区分

なし 

硫酸塩 

[㎎/l] 

 

200≦X≦600 

 

600<X≦3000 
3000<X≦

6000 

該当区分

なし 

マグネシウム 

[㎎/l] 

 

300≦X≦1000 

 

1000<X≦3000 3000<X 
該当区分

なし 

アンモニウム 

[㎎/l] 

 

15≦X≦30 

 

30<X≦60 60<X≦100 
該当区分

なし 

侵食性遊離炭酸塩 

[㎎/l] 

(aggressive) 

15≦X≦40 40<X≦100 100<X 
該当区分

なし 

 

 (a) pH 

   EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。 

 

  (b) 硫酸塩 

   EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。 

 

(c) マグネシウム 

   EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。 

 

 (d) アンモニウム 

   EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。 

 

 (e) 侵食性遊離炭酸塩 

   EN206のいずれの環境区分にも該当しないことを確認した。 

 

 1) BSI，BS EN 206：Concrete - Specification，performance，

production and conformity (2013) 
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（３）化学的侵食に関する経年劣化評価 

高浜３号炉の地下水水質試験結果に基づき地下水成分の分

析を行った結果、酸や硫酸塩に起因するコンクリートの経年

劣化が進展する可能性は低いと考えられる。 

また、対象構造物のうち海洋環境の影響を直接受ける取水

構造物においては、化学的侵食に特有の劣化兆候は見られな

い。 

したがって、地下水水質の分析や海水由来の侵食性物質に

対して最も厳しい環境下にある取水構造物の現状に鑑み、そ

の他の地下埋設部コンクリートにおいても化学的侵食による

コンクリートの経年劣化が生じる可能性は極めて低いと考え

られる。 

 

２．３ 地下水に起因するコンクリート経年劣化評価に関するまとめ 

地下水に起因するコンクリートの経年劣化要因が高浜３号炉の地下

埋設部コンクリートにおいて発生し、進展する可能性について高浜３

号炉の環境条件に基づき評価を行った。結果を表４に示す。 

これより、塩分浸透に関しては発生の可能性は否定できないものの、

表４に挙げた各経年劣化要因が高浜３号炉の地下埋設部コンクリート

において進展する可能性は極めて小さいことを確認した。 

 

表４ 地下水に起因するコンクリートの経年劣化要因に係る 

発生および進展の可能性 

経年劣化 

要因 

経年劣化要因のスクリーニング結果 

発生の 

可能性 

進展の 

可能性 
環境条件・根拠等 

塩分浸透 〇 × 

地下水から塩化物イオンが供給されるため発生の可

能性はあるが、塩分浸透による鉄筋腐食に起因する

膨張性のひび割れは建屋内部からの目視点検におい

て確認されていない。 

また海水の影響を受ける取水構造物から採取したコ

アサンプルによって塩分浸透に対して健全性を有し

ていることを確認している。 

アルカリ 

骨材反応 
× × 

コンクリート使用骨材についてモルタルバー法によ

る反応性試験を実施した結果、無害と判定された。 

また、仮にアルカリ骨材反応が起きた場合に発生す

る膨張性のひび割れは、建屋内部からの目視点検に

おいて確認されていない。 

さらに、直接海水に接触する取水構造物において

も、アルカリ骨材反応に起因する膨張性のひび割れ

は確認されていない。 

化学的 

侵食 
× × 

高浜３号炉は土壌や地下水に侵食性物質が多く含ま

れる温泉地帯や酸性河川流域等の付近には建設され

ていない。 

また、地下水成分の分析の結果、酸や硫酸塩に起因

するコンクリート劣化の可能性は低いことを確認し

ている。 

以上 
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タイトル 

 

アルカリ骨材反応に関する潜在膨張性の評価について 

 

説 明 

 

アルカリ骨材反応については、特別点検（実体顕微鏡観察）により反応性

がないことを確認しており、点検方法の選定プロセスと点検結果の妥当性を

確認するため、代表箇所において偏光顕微鏡観察による確認を実施している。 

アルカリ骨材反応の潜在膨張性は、急速膨張性と遅延膨張性の２つがある

ことが知られている。急速膨張性のアルカリ骨材反応は、比較的早期に進行

するため、すでに反応は収束していると考えられる。遅延膨張性に関する評

価については、以下のとおりである。 

 

１．評価内容 

特別点検手法の選定プロセス及び評価結果の妥当性確認のため、別紙１

５のとおりタービン建屋基礎マットにおいて偏光顕微鏡観察を実施した。 

ここでは、潜在膨張性の確認を行うため、反応性鉱物の確認を行うとと

もに、促進膨張試験（アルカリ溶液浸漬法※１）を実施した。 

 

２．評価結果 

（偏光顕微鏡観察結果） 

粗骨材については、遅延膨張性の反応性鉱物（微晶質石英）が確認

されたが、急速膨張性の反応性鉱物（クリストラバイト等）は確認さ

れなかった。 

細骨材については、遅延膨張性の反応性鉱物（微晶質～隠微晶質石

英）および急速～遅延膨張性の反応性鉱物（ガラス）が確認された。 

偏光顕微鏡観察による反応性鉱物の確認結果は添付１に示す。 

 

（促進膨張試験結果） 

判定基準※２（21日で膨張率が0.1％未満）に対し、２８日浸漬させて

も０．０２９％であった。コアサンプル採取箇所、試験実施年、測定

値は添付２に示す。 

 

以上より、遅延膨張性の潜在性は小さく、今後劣化が進行する可能性は

低いと判断している。 

 

※１：日本コンクリート工学会「ASR診断の現状とあるべき姿研究委員会 報告書（2014）」に基づ

き実施 

※２：判定基準は、Katayama et al.「Alkali-aggregate reaction under the influence of deicing 

salts in the Hokuriku district, Japan（2004）」を参照した。 

 

添付１ 偏光顕微鏡による反応性鉱物の確認結果 

添付２ 促進膨張試験（アルカリ溶液浸漬法）に関する試験結果 

 
  

別紙１７ 



-17-2- 

偏光顕微鏡による反応性鉱物の確認結果 

 

１．粗骨材 

粗骨材の偏光顕微鏡観察写真を図１に示す。砂岩や泥岩などの堆積岩が熱変成を受

けた岩石である砂泥質ホルンフェルスが確認された。熱変成の程度は粒子により異な

り、原石に近いものから、二次的な鉱物が多く生成しているものまで確認された。微晶

質石英（遅延膨張性）や黒雲母などが確認された。急速膨張性を有する反応性鉱物は確

認されなかった。なお、アルカリ骨材反応の現象は認められなかった。 

 

 

(a) 単ニコル (b) 直交ニコル 

図１ 粗骨材の偏光顕微鏡観察写真 

 

２．細骨材 

細骨材の偏光顕微鏡観察写真を図２に示す。砂泥質ホルンフェルスの岩片や珪質頁

岩・チャート、鉱物片（石英・斜長石・輝石など）から構成される砂であり、生物遺骸

（貝殻片など）は認められなかった。反応性鉱物は、チャートと流紋岩に微晶質～隠微

晶質石英（遅延膨張性）が、安山岩にガラス（遅延～急速膨張性）が認められた。なお、

アルカリ骨材反応は、チャート・流紋岩・安山岩の一部粒子に反応リムの形成が認めら

れる程度であり、軽微もしくはそれ以下（健全）であった。 

 

 

(a) 単ニコル (b) 直交ニコル 

図２ 細骨材（チャート）の偏光顕微鏡観察写真 

 

※単ニコル ：一方向の光を遮断した状態で試験片の屈折光を観察した結果。構成鉱物の形、割れ、輪

郭、色など、鉱物の特徴を確認。 

 直交ニコル：二方向の光を遮断した状態で試験片の屈折光を観察した結果。構成鉱物の色の変化、配

列、組織など、鉱物の特性を確認。  

添付１ 
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促進膨張試験（アルカリ溶液浸漬法）に関する試験結果 

 

 

 

表１ 促進膨張試験（アルカリ溶液浸漬法）の結果 

対象構造物 対象の部位 試験実施年 膨張率（％）※ 

タービン建屋 基礎マット ２０２１年 ０．０２９ 

※ 試験期間２８日での膨張率 

添付２ 
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